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■今年度、世界中の人々に注目された出来事に、米国大統領選挙がありま

した。米国史上初のアフリカ系アメリカ人大統領の誕生に、新しい時代の

扉が開いたことを感じたのは、米国民だけではないでしょう。また、新大

統領の就任演説のタイトルは、「新しい時代の責任」というものでした。国

策の部分は切り離して考えるにしても、世界の人々にも印象的に受け止め

られた言葉であったと思います。

新しい時代－めざましい科学技術の進展により、グローバル化が進み、

子どもと世界との距離がどんどん縮まっています。わが国の教育課題に目

を向けてみると、新しい時代の光と陰の部分が交錯してこどもに影響を及

ぼしています。一連の教育改革の動きにともなって、時代に即した、より

きめ細かい、柔軟な対応の必要性を感じます。

■改正教育基本法の理念実現に向け、７月に閣議決定された教育振興基本

計画には、改めて「教育立国」を宣言するとともに、今後10年間を通じて

目指すべき教育の姿として、義務教育修了までに、すべての子どもに、自

立して社会で生きていく基礎を育てることが明示されました。

特に今後５年間に重点的に取り組む施策には、社会全体で教育の向上に

取り組むこと、個性を尊重しつつ能力を伸ばし、個人として、社会の一員

として生きる基盤を育てる子どもを育てること、質の高い教育環境を整備

することなど４つの基本的方向に沿って、さまざまな具体的取り組みの推

進が盛り込まれています。

■横須賀市でも、「人間性豊かな子ども」の育成に向け、さまざまな取

り組みを行っています。子どもたちが、様々な機会を捉え、多くの人

とかかわる中で、自ら考え、主体的に学ぶ力を身に付けられるよう、

多角的、重層的な対応を心がけています。

今年度の教育研究所は、設立以来ずっと所管してきた教育相談部門を移

管するという、大きな動きがありました。もちろんこれは、教育研究所の

事業運営を教育相談と切り離して行うという方向転換ではなく、横須賀の

教育の質を高めるための政策ですが、時代の要請に即した意義ある対応で

あると捉えています。また、校内LAN整備をはじめとするICT（情報通信技

術）環境整備が大きく進んだ年でもありました。

今後とも、世の中の動きを見据え、本市の子どもに必要な力を付けるた

めのよりよい方策を探り、深い子ども理解に基づく施策運営に努めること

には変わりありません。一人一人の子どもに目を向け、一人一人の成長を

核とした教育のあり方を模索し、開拓し続ける姿勢を崩さずに進んでいく

ことの重要性を強く感じます。
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 日本の教育   平成 20 年度 

 
教育界では、新しい教育への準備が進められた

一年でした。このような時こそ、全教職員が英知

を結集して新しい学校作りをめざして、次年度も

研鑽を積んでいきたいものです。 

 

 以下、本年度の教育界の主要な動きを記す。 

■教職大学院スタート 

 平成 19 年３月に「専門職大学院設置基準」を

改正して、各大学は平成 20 年４月から開設できる

ようになり、初年度は、国立 15 校、私立４校で発

足。 

■平成 20 年度全国学力・学習状況調査 

４月 22 日、昨年と同様の方法で、小学校６年

生、中学校３年生、計 232 万人が参加して実施さ

れた。 

８月 29 日に結果が公表されたが、まず、問題

の難易度を上げたため、「時間が足りない」とい

う児童・生徒が増加し、無解答率も急増したとい

うことである。また、問題冊子ごとの正答率は、

前年度比８～16 ポイント減となるなど、大幅に低

下しているということである。 

さらに、結果の公表について、全国的に論議さ

れたことも、今後の大きな課題となるだろう。 

■全国体力・運動能力・運動習慣等調査の実施 

 文部科学省は、本年度から実施の同調査が、小

学校５年生と中学校２年生全員が対象となるもの

の、参加率は小学校 71．8％、中学校 71．5％にな

ると発表。 

 実技の調査項目は、新体力テストと同様、小中

学校とも８種目で実施。 

 また、質問紙調査も行い、子どもには、睡眠時

間や登校方法、登校にかかわる時間などを、学校

には、屋外運動場の状況のほか、体育科専科教員

の配置状況（小学校）や部活動の状況（中学校）

などを、それぞれ尋ねている。 

 文部科学省は、結果として「よく運動する子ほ

ど運動能力が高い」、「朝食をきちんと食べてよ

く寝ている子は体力がある」「体力向上が顕著に

なる運動時間や部活動参加率など『目安となる数

字が分かった』ということなどを公表している。 

 

 

■教育振興基本計画を閣議決定 

 「第１章 わが国の教育を巡る現状と課題」を

含め、４章から成り、今後 10 年間で目指す教育の

目標として、次の２点を掲げている。 

１ 義務教育修了までに、すべての子どもに自立

して社会で生きていく基盤を育てる 

２ 社会を支え発展させるとともに、国際社会を

リードする人材を育てる 

■小中学校の学習指導要領の改訂に伴う移行措

置等の告示 

 今回の移行措置の特色の１つは、学習内容だけ

でなく、授業時間までを増やしたことであり、概

要は、次の通りである。 

１ 総則や道徳、総合的な学習の時間、特別活動

については、平成 21 年度から新しい学習指導

要領の規定を先行実施。 

２ 算数・数学及び理科は教材を整備し先行実施。 

３ 各教科（算数・数学及び理科を除く）は、学

校の判断により、新学習指導要領によることも

可能とするが、以下のものについては、全ての

学校で先行実施。 

① 都道府県の名称と位置（小学校） 

② 音楽の共通歌唱教材として指導する曲数の

充実等 

③ 体育の授業時数の増加（小学校低学年） 

４ 第５・６学年の外国語活動は、各学校の裁量 

 により、授業時数を定めて実施することが可能。 
■大分県教員採用・昇任試験をめぐる汚職事件 
 教員採用・昇任試験にかかわる贈収賄事件で現

職の管理職、県教委幹部が逮捕されるとともに、

本年度採用者のうち 22 名の不正合格者があり、そ

のうち４名を採用取り消しとし、14 名を自主退職

とした。また、県教委幹部、管理職については、

懲戒処分が行われた。 

 一方、文科省は、都道府県、政令市の教育委員

会に対して、教員採用過程での透明性や不正防止

策について調査を実施。その結果、48 の教育委員

会が、合格者発表前に個別に連絡したことが、判

明した。 
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 横須賀の教育    平成 20 年度 

   子ども 

■ 子どもの数の推移 

 平成になり 20 年が経過した。この間の児童生

徒数の変化、また学級数の変化は次のとおりで

ある。児童生徒数の減少に比べ、学級数がここ

に数年増加しているのは、特別支援学級の設置

によるものであると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 子どもの生活 

 児童生徒指導の状況として、「ケータイ電話」
に関する課題がある。所有する率が年々上がり
それに伴いトラブルも多く発生している。例え
ば、ケータイ依存による生活習慣の乱れやイン
ターネット上での誹謗中傷等によるコミュニケ
ーション能力の低下である。具体的には小学校
では、ネットいじめによるトラブル、中学校で
はプロフィールサイトでの誹謗中傷から学校間
トラブルに発展した例があった。市内学校のほ
とんどで、未然防止の観点から「ケータイ電話
教室」の開催をしている。児童生徒たちは、熱
心に受講し、内容を理解しているという報告が
学校よりある また、児童虐待、ネグレクトの   
件数が他市に比べて多い状況があり、全体的な
傾向として、問題行動の背景には、自尊感情や
規範意識の低下、人間関係づくりがうまくでき
ないといった傾向がある。 

 

■ 子どもの体力 

 平成 20 年度横須賀市児童生徒体力・運動能力
調査結果から、次のような傾向が見られた。 

（小学校）体力全般にわたり、全国平均値と比
較して下回っている。全国と比較しても運動不
足や朝食摂取、睡眠時間などの大きな差はなく、
テスト項目の運動経験不足によるものもあると
考えられる。ボール投げの平均値が全国とほぼ
同様になってきていることは、体育授業ボール
運動により、投げる動作を学習していることも
影響していると考えられる。 

（中学校）昨年同様、全校で実施した。毎年実
施していることにより、生徒が自らの体力･健康
について理解し、計測も意欲的に実施している。
全国平均とほぼ同様の記録を示している。持久
力が男女ともに向上を示しているのは、運動部
活導入部率が 66．2％あることや、全市的に取
り組んでいる駅伝競走大会などの取り組みも影
響していると考えられる。 

■ 子どもと学校 

 平成 20 年度 「よこすかの子ども調査研究員

会」が実施した調査結果を次に示す。対象は全

小学校の５年生１クラスと全中学校の２年生１

クラスである。 

Ｑ：学校生活は楽しいですか 

 （小学校）       （中学校） 

 

 

 

 

 

  

  

｢とても楽しい･楽しい｣という回答は、小学生

82％、中学生 77％であった。平成９年の小学生

への同様の調査結果 85％、平成 12 年の中学生

への同様の調査結果 78％と比べると、生活様式

は変わっても、同世代の子どもたちが切磋琢磨

できる学校の意味は、子どもたちにとって大き

いものなのだと感じる。それ以外の回答をした

児童生徒がいたことも真摯に受け止めつつ、楽

しさの質を追求していくことが求められよう。 

とても楽しい 楽しい あまり楽しくない 楽しくない
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 横須賀の教育    平成 20 年度 

 

   教 師 

 

《表１》市立小・中学校の教職員数の推移（人） 

年 小 学 校 中 学 校 

H16 1,057 660 

H17 1,075 661 

H18 1,078 663 

H19 1,079 675 

H20 1,084 667 

 

《表２》 退職者教員数の推移（人） 

 （校長、教頭、総括教諭、教諭、養護教諭） 

 

《表３》 初任者研修対象教員数の推移（人） 

（教諭、養護教諭） 

■教職員数の推移状況 

《表１》は、各年度の５月１日現在の市立小・

中学校の教職員数（校長・教頭・総括教諭・教

諭・養護教諭・栄養教諭）の推移である｡小学校

では、昨年度と比べ、若干の増加がみられた。 

中学校では、子どもの数の減少に伴って若干

の減少が見られた。また、中学校教職員数の中

には、一昨年度から常勤講師として配置された、

外国人英語教諭（FLT）の人数も含まれている。 

本年度は、退職者数が大幅に増加しており、

いわゆる団塊の世代の大量退職が始まってきた

現象だと思われる。 

大量の退職者に応じて増加するのが、新採用

教員である。 

《表３》は、本市の県費負担教職員の初任者

研修の対象となる新採用者数の推移である。本

年度より大量採用が続くことが予想される。こ

の他に、教職経験のある新採用者（初任者研修

対象外）も増えている。 

さて、初任者研修対象者は、小学校では、39

校に配置されている。うち初任者２人配置の学

校が 14 校、３人配置の学校が２校。４人配置の

学校も１校ある。中学校では、24 校に配置され

ているが、２人配置の学校が８校ある。３人配

置の学校も１校ある。特別支援学校では１校１

名の配置があった。この数年の傾向をみると、

いわゆる小規模校以外の学校においては、初任

者の複数配置が常識的になってきていると言う

ことができる。 

年 小学校 中学校 
高等学校 
特別支援学校 

合計

H16 57 14 8 79 

H17 41 14 4 59 

H18 54 12 6 72 

H19 53 15 5 73 

H20 70 28 2 100

年 小学校 中学校
高等学校 

特別支援学校 
合計 

H16 48 22  70 

H17 52 30  82 

H18 60 22  82 

H19 61 21  82 

H20 60 36 １ 97 
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 横須賀の教育   平成 20 年度 

 
   教育行政 

平成 20 年度の教育費当初予算総額は、134 億

979 万１千円、一般会計に占める割合は 10.1％。

前年度比で 9．4％、13 億８千 862 万３千円の減額。 

 教育委員会は出光ケイ（委員長）、三浦溥太郎

（委員長職務代理者）、奥寺康彦（委員）、齋藤

道子(委員)、永妻和子（教育長）でスタートした

が、奥寺康彦委員の２期８年の任期満了に伴い、

12 月 25 日付けで森武洋委員と交代した。同日、

委員長に三浦溥太郎、委員長職務代理者に齋藤宣

道子選任された。 

■学校施設の整備  

総合高校の建設整備が終了し、学校教育施設の

整備は、引き続き校舎等耐震補強事業として、耐

震補強工事（小７校、中３校、体育館１校）、空

調設備整備事業（小４校）を実施した。諏訪小学

校の建て替えに向けて、地質調査などの準備が始

まった。 

■学校教育関係 

新しい取り組みとして、小学校英語活動アドバ

イザーの派遣、総合高校定時制に ALT の配置によ

る国際教育の充実を図った。また、新規事業とし

て、弁護士の助言や指導を学校運営に役立てる学

校運営支援事業が始まった。 

拡充事業としては、昨年度に引き続き横須賀美

術館で小学校６年生を対象に鑑賞会を実施した。

ALT が小学校 30 人、中学校 19 人に増員され、全

学校に配置された。子どもサポートシステム推進

事業では、特別支援学級介助員の配置校増で 28

校に、不登校対策として、訪問相談員が 20 名に増

員され全中学校に配置された。 

 今年度も小・中学校芸術鑑賞会（６/23～24、12/

２～４）、子どものための音楽会（８/31）、児童

生徒書写展（１/16～20）、読書感想画展（１/８～

13）、児童生徒造形作品展（１/24～２/４）などの

行事、また、作詞･作曲募集、学校文集などの作品

募集も行った｡また、倉渕地域との交流事業は、三

浦ふれあいの村において７月22～24日に実施した。 

 今年度の研究委託は、市関係は、幼・小・中・

高等学校並びにろう・養護学校 77 校及び教科・教

科外の 36 研究会。キャリア教育実践プロジェクト

指定校として武山中など９校とろう学校が、小学

校における英語活動等国際理解活動推進事業とし   

て鴨居小が、文部科学省の委託を受けて研究した。

また、城北小など小学校４校、坂本中など中学校

２校が県の委託を受け研究を行った。 

 その他の研究活動としては、小学校教育課程研

究会を６月 13 日、８月５日、11 月５日に、中学

校教育課程研究会を６月 16 日、８月６日、11 月

18 日に開催した。 

■教育相談・不登校対策  

 これまで教育研究所で所管し、総合福祉会館で

実施していた教育相談部門を、４月にオープンし

た「はぐくみかん」に移管し、子ども・青少年に

関する総合支援体制の充実を図った。同時に不登

校対策は、学校教育課に移管し、引き続き不登校

児童生徒に対して、きめ細かい支援を行うための

総合的な対策を実施した。拡充事業としては、訪

問相談員を 15 名から 20 名に増員、全中学校に派

遣し、事業の充実を図った。また、教職員を対象

に児童生徒理解研修を実施し、保護者向けの支援

として進路相談会を県教委と共催した。 

■学校保健 

 麻しん風しん混合ワクチン（MR）の接種対象が

中学 1 年、高校３年相当年齢に拡大された。学校

保健関係行事としては、よい歯の図画・ポスター

コンクール及び標語コンクール、学校保健大会、

学校保健夏季研修講座などを開催した。 

 学校給食関係では、小学校 48 校、ろう学校で、

全市統一献立により米飯給食２回を含んだ週５回

の給食を実施した。（養護学校は独自献立） 

■体育関係 

  第57回中学校総合体育大会開会式が４月19日、

横須賀アリーナで行われた。第 33 回小学校児童相

撲大会は５月 10 日、第 40 回小学校児童陸上記録

大会は 10 月 18 日、第 59 回中学校男子・第 25 回

女子駅伝競走大会は 10 月 25 日、第 32 回小学校特

別支援学級合同体育大会は 11 月８日、第 42 回小

学校児童ボール大会は１月 14 日に、それぞれ開催

した。 

■学校再編の推進 

 佐原地域の協議会での検討で、明浜小学校の学

区を一部を改正し、遠距離通学の解消を図った。

また、今年度新しく北下浦地域と中央地域に地域

別協議会を設置し、具体的に検討を始めた。 
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研 

究 

所 

概 

観 
 

 新学習指導要領が示された。完全実施までに、

趣旨をよく理解して準備を進める必要がある。 

各学校では、山積する多種多様な教育課題の

解決や改善に向け、学力の向上、豊かな心と体

の育成、いじめ・不登校の解消、幼小中の連携、

食育・支援教育・キャリア教育の推進、安全管

理の徹底、家庭教育力低下への支援など、様々

な取り組みが行われている。学校力、教師力の

充実が期待される。 

 教育研究所としては、教育相談セクション事

業の分割・移管に伴い、今年度調査研究セクシ

ョンを新設して、機能強化を図った。運営の基

本方針として、「本市の学校教育活動全体の質

的向上を目指し、教員の育成と多様な教育課題

に対応する学校への総合的支援を行う」ことと

し、教育調査･研究、教員研修、教育の情報化推

進の中核的役割を果すべく、努力を重ねた｡ 

■本年度予算 

今年度も緊縮財政の中、厳しい予算編成であっ

たが、教育研究所の一般会計予算総額は、680,658

千円であった。昨年度と比較すると、241,174 千

円の増であった｡増額の主たるものは ICT 活用教

育推進事業費であり、19 年度補正予算と合わせ

て、市立 37 校分の校内 LAN 整備、普通教室への

パソコン等整備に充てたものである。 

■調査研究 

調査・研究を教育研究所事業のベースにより

機能的な事業運営を図るため、調査研究の一層

の充実、教育に関する情報・資料の収集、発信

に努めた。具体的には、研究員会の再編成、教

育課程、各教科領域の研究会との連携、図書・

資料室の改造、理科教材の展示、コンテンツの

有効活用に関する情報提供など。 

■教員研修 

 平成 20 年度の県費負担教職員の研修は、当該

中核市で行うことになって８年が経過した。「研

修内容の充実」をテーマに、①経験年数に応じ

た研修など、指定研修の内容を充実させる、②

教員の授業力向上を図る、③今日的な教育課題

に応じた研修を充実させることを目標に取り組

んだ。研修のねらいや研究協議をより深めるた

めに、多様な研修スタイルを取り入れた。また、

授業実践を通して授業力の向上を図ることを目

的として、新しく「授業力向上アカデミー」を

選択研修に位置づけた。引き続き、校内授業研

究へ積極的にかかわるとともに、授業力向上支

援相談員派遣事業を推進した。 

■教育の情報化推進 

 今年度は、新規に ICT 活用教育推進事業を立

ち上げ、21 年度までに、全市立学校の校内 LAN

工事と、普通教室にパソコン１台と、２教室に

１台の割合でプロジェクターの配備を行う計画

を立てた。今年度は、小学校 37 校分の整備が完

了した。これにより、ハード面での「教育の情

報化」が一気に進んだ。並行して、更改のため

期限が切れる PC 教室用パソコンのリース期間

を延長し、設定を変更し直して教職員に配付し、

「校務の情報化」を進める ICT 環境を整備した。 

各学校における ICT 機器の授業活用、よこす

か教育ネットワークの活用推進、校務の情報化

推進などの課題に積極的に取り組んだ。 

今後の課題としては、校内 LAN 整備に伴う、

データベースの充実とその活用、学習場面での

各種 ICT 機器の有効活用、教育コンテンツの開

発、ICT 学習サポート事業の推進、情報モラル

の育成などソフト面での充実が期待される。 

■教育相談 

 昭和 26 年以来本研究所が所管してきた教育

相談事業の運営体制が、今年度大きく変わった。

学校・学級経営相談だけは教育研究所に残し、

それ以外の教育相談部門は、子ども・青少年に

関する総合的支援体制の確立のために建設され

た「はぐくみかん」（こども育成部所管）に移

管して、各関連機関の有機的な連携による支援

の充実を図っている。不登校対策部門は、学校

教育課の支援チームに移管し、引き続き支援教

育の視点で、取り組みを強化している。さらに

教育相談の質を高めるために、福祉部門と教育

部門の効果的な連携のあり方が問われている。 
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調査研究セクション 

 

概 要 

 今年度より、調査研究セクションが新設された。 

これまで情報セクションの使命であった、教育情

報の収集と提供に関すること、調査研究に関する

ことを独立させ、横須賀の教育のあり方を研究し

提案するセクションとしてのスタートを切った。 

 今年度の重点取り組みは、「調査研究を一層充

実させること」「教育に関する情報・資料を積極

的に収集し、発信すること」の二つであった。 

 具体的には、組織改革をした研究員会による研

究の推進、学校訪問による聞き取りによる課題把

握、全国学力学習状況調査の結果分析を研究の手

だてとして調査研究に取り組んだ。また、資料の

収集･発信については、理科センター機能を充実さ

せ理科教材や情報を提供すること、学校図書館の

現状を把握し、その機能を高めるための方策を提

案すること、３階図書資料室の環境整備をすすめ、

分かりやすい図書資料の配架に努めること、教育

情報センターイントラネットや月報を通じて、こ

まめに教育情報を発信することに取り組んだ。 

  

 調査研究 

１研究員会 

「研究員会」の目的は、横須賀の教育の現状を

把握し、現在の教育課題の解決と横須賀の学校教

育の一層の充実に貢献すること、調査研究の成果

を学校に還元することを重視し、横須賀の教育の

改善や発展に役立てることである。 

 今年度は、昨年度からの継続６研究員会（①～

⑥）に、新規５の研究員会（⑦～⑪）を発足し、

11 の研究員会を組織した。委嘱した総勢 93 名の

研究員と担当指導主事 18 名が、全体テーマ「教育

課題の実証的解決に向けて」に基づき、調査研究

に取り組んだ。 

  

①算数・数学（領域、単元、題材等を通しての「学

び」の系統性・継続性について研究する） 

②理科（領域、単元、題材等を通しての「学び」

の系統性・継続性について研究する） 

③体育・保健体育（領域、単元、題材等を通して

の「学び」の系統性・継続性について研究する） 

④教育コンテンツの活用（各種研究機関が提供する

コンテンツを利用した指導の方法について研究す

る） 

⑤登校支援（不登校児童・生徒に対する支援のあ

り方を研究する） 

⑥地域とコミュニケーション（「地域に開かれた

学校」の可能性を研究する） 

⑦教育課程（新教育課程において求められる授業

実践について調査研究する） 

⑧小学校英語活動（カリキュラム・教材開発、指

導法の可能性を研究する） 

⑨支援教育（学校内で支援を必要とする児童・生

徒への指導の可能性を研究する） 

⑩情報教育（校内ネットワークの可能性を研究す

る） 

⑪よこすかの子ども調査（横須賀市の子どもの意

識・実態を定期的に把握する） 

 

 今年度の特徴は、新学習指導要領への対応とし 

て、教育課程研究員会を発足したことと研究成果 

の還元に努めたことが挙げられる。 

教育課程研究員会は、新学習指導要領の円滑な 

実施のために、研究会と連携し、研究会所属の教

員に研究員を委嘱している。次に示すように、校

種、教科毎に 17 の研究員会で構成しており、研究

員３名、研究期間３年間を基本とした。 

 

・小学校国語、中学校国語  

・小学校社会、中学校社会 

・小学校算数、中学校数学 

・小学校理科、中学校理科 

・小学校音楽、中学校音楽 

・造形活動（図画工作・美術） 

・小学校体育、中学校保健体育 

・小学校家庭、中学校技術･家庭 

・小学校生活 

・中学校英語 

 

研究成果の還元については、担当者会での発表や、

自主的な研修会の開催等、有効な還元方法を工夫する

一方で、教育情報センターイントラネット上に研究員

会のページを立ち上げ、情報発信も含めて、成果物を

掲載してくことに努めた。 

研究期間を終了した６つの研究員会については、研

究成果を紀要にまとめ、教育情報センターイントラネ

ット上の研究紀要集に掲載した。 

 

今年度の、各研究員会の研究、及び研究所研究員会

としての取り組みは、次のとおりである。 
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◇学びの系統性/算数･数学 

算数･数学 学びの系統性を探る 

～共有･発信･実践～ 
 本研究会は、算数・数学科においての学びの系

統性を研究し、その成果を随時学校の先生方に提

供し、日々の授業実践に生かしてもらうことをね

らいとしている。研究員会では、研究の方向性の

検討、小中の学習内容の共有化、発信内容の確認、

中間報告会の実施という計画を立て、学習内容の

系統性を探りながら、授業での課題や問いの持た

せ方とその授業展開、概念理解や習得のさせ方、

教材・教具の効果的な活用などについて研究を深

めてきた。 

当研究員会では、「研究内容をいかに授業実践

されている先生方に発信し、日頃の指導に生かし、

子どもたちの学びに還元できるか」を重視した趣

旨のもと、２回にわたる研究発表会（ワークショ

ップ）を開催した。小中の先生方が一堂に会し、

学びの系統性を学べたことは、とても価値あるも

のであり、参加者からも多大な評価をいただいた。 

 また、本研究会には、スーパーバイザーとして

横浜国立大学池田敏和先生をお招きし、講演なら

びに研究の方向性、ならびにまとめについてご示

唆いただいた。 

  

◇学びの系統性/理科 

学びの系統性をとらえた理科学習  

～系統性をふまえた科学的概念の育成～ 

 理科教育７年間を見通して系統性をふまえた

指導を実践していくために、学習プログラムの開

発について研究を進めた。 

２年目となる本年度は、「粒子概念」「エネル

ギー概念」の系統性をとらえた研究実践をし、授

業の中で現れた子どもの姿を通して検証を行っ

た。そして、粒子的な見方や考え方などを子ども

がどのようにもつかを「期待する姿」として整理

をし、概念系統表を作成した。 

また、授業を構想するにあたっては、教材・教

具、指導過程・方法の工夫について、科学的概念

の育成の視点から研究をした。 

その結果、授業の中で具体の自然事象から抽象

的な科学概念を獲得していく姿が、各学年段階や

発達の段階に応じて見取れた。系統性をふまえた

理科の指導において、基礎的な科学概念を意識し

て指導することの大切さがわかった。 

 

 

◇学びの系統性/体育･保健体育 

小･中学校における体育・保健体育科教育の研究 

２年計画の２年目を迎え、調査研究のまとめを

行った。 

１年目は、小中学校における学習内容の明確化

について研究を進めてきた。２年目に入り、新学

習指導要領に示された指導内容の体系化では、発

達の段階をふまえて、小学５年生～中学２年生を

様々な運動を体験する時期とした。本研究は、こ

の４年間について、ネット型である「ソフトバレ

ーボールからバレーボールへのつながり」の技能

の系統性について、実践を通し検証した。 

特性を味わわせるために身に付けさせたい力と

して、レシーブ（ボールを落とさない）・トス（攻

撃を組み立てる）・スパイク（いかに相手コート

に落とすか）など、目指す技能の様相を明確にし

た。併せて、スモールステップカードを作成して

活用性を高めた。 

今後は、技能を楽しく活用できるようになるま

でに、必要な運動の経験をすべての運動領域で適

切に学習させていく指導法について研究を深めて

いきたい。 

 

◇教育コンテンツの活用 

デジタル教材の授業における効果的な活用        

 ２年計画で「わかる授業」や「魅力ある授業」

を実現するため、「授業におけるデジタル教材の

効果的な利用法」、「デジタル教材の利用による

学習効果や児童・生徒の変容」等について、指導

計画から検証授業、評価にわたり総合的な研究を

行った。デジタル教材が多く出されている理科を

中心に研究を進めながら、他教科への応用も検討

した。 

 実際の実験・観察や実習に勝る教材はないが、

それを補助するためにデジタル教材を活用したと

きの効果は大きいと考え、実験・観察・実習とデ

ジタル教材の融合型の授業を研究した。１年目の

研究では教材研究・授業案検討を行い、理科で

授業実践・検証を２回行った。２年目は、これ

らの反省を生かし、各研究員が理科以外での教

科も含め実践授業を増やした。 

 今後の授業づくりの参考になるように、教科

別・単元別の枠に実践事例を入れた表を作成し

た。 
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◇登校支援 

Ａ値を生かした不登校生徒・児童への初期対応に

ついて              

  小学校時、病欠、家庭事情等も含めた長期欠席

の多い児童や、遅刻、早退、保健室等登校の多い

児童に、中学校進学後、不登校になる可能性が高

いことが国立教育政策研究所によって報告され

た。 

 そこで横須賀市では平成 19 年度より、小学校時

の欠席等の状況を表す数値である「Ａ値」を活用

し、不登校の未然防止や早期解決を図ることとし

た。 

 本研究員会では、２年目を迎えたＡ値の取り組

みが学校でどの程度理解され、どのように運用さ

れているかを調査し、課題点を考察した。そして

小学校、中学校どちらにおいてもＡ値が適切に運

用されるよう、課題点に対して具体的な提言をし

た。 

 Ａ値をさらに有効活用し、不登校の未然防止や

初期対応に役立てるための一資料としていただき

たい。 

 

◇地域コミュニケーション 

学校と地域の望ましい関係のあり方を探る 

          

「地域の力、保護者の力を学びに生かす方策」

について、文献調査や実地調査（視察）をもとに、

最終年度の研究を行った。 

《視察》習志野市立秋津小学校の公開研究会に参

加した。2002 年より文部科学省の指定を受けて、

コミュニティースクールの実践研究を重ねている

小学校である。特徴的なことは、学校運営協議会

を支える「パートナー会議」の存在である。コミ

ュニティースクールの実践以前から秋津小学校で

は、「地学連（秋津地域生涯学習連絡協議会）」

が学校との連携を進めていた。その組織の発展形

としての「パートナー会議」が、学校の学習支援、

安全支援などの窓口となり、効果的な連携を可能

としている。委託研究の以前から、地域と学校の

連携が進んでいて、自然な形で生まれた、コミュ

ニティースクールといえる。公開授業は、教育関

係者よりも、地域の方々や保護者の方々の姿が目

だった、温かな眼差しで子どもの学習を見つめた

り、ボランティアとして学習を支援している姿が

印象的だった。学校が子どもが育つ場であると同

時に、地域の人々が自らを生かし学ぶ場となって

いることが感じられた。 

《所属校の研究》 昨年度末の方針は異なったが、

各研究員の所属校の地域連携を、具体的な取り組

みの整理と、子ども・教職員のアンケートを通じ

て研究した。また、大楠小学校については、これ

らの取り組みに加えて、地域のボランティアが参

加している授業を２回にわたり参観して研究をし

た。ボランティアの支援により、学習意欲を高め

た抽出児の変容は、ボランティアの学習支援によ

る、授業の新たな可能性を見出すことができた。 

《新学習指導要領との関係性》 平成 20 年に告示

された、新学習指導要領では、地域との関係性に

触れている部分が、総則・教科領域の全てにおよ

んでいることがわかる。教科領域の細かな部分に

ついてまでも地域とのつながりが意識されてい

る。このことは、授業者が教科書だけではなく、

自身が作り出す地域との結びつきをもとに、指導

計画を立案する、「授業づくりにおける地域連携

力」が求められていることを表している。 

横須賀市には、地域連携の数多くの実践がある

が、もう一度授業に立ち返り、「地域の力を生か

した授業づくり」を研究すると良いのではないだ

ろうか。 

 

◇教育課程 

新教育課程において求められる授業実践の調査

研究           

 今年度のテーマを、「新学習指導要領の趣旨や

内容についての理解を深め、研究会と連携し、目

指す授業のあり方について、研究の方向性を見出

す」と定め、17 のそれぞれの研究員会ごとに、活

発な取り組みを行った。 

 新学習指導要領の読み込みや現行の指導要領と

の比較を通して、変わらない大切さや改訂のポイ

ントをつかみ、趣旨の理解を図った。また、新学

習指導要領に関する各種研修会に積極的に参加し

たり、講師を招いたりして、その理解を深めた。 

１年間の研究をもとに、次年度以降の方針を再

度検討し、教科の改訂の趣旨に応じた研究ととも

に、共通な視点として、小中学校９年間の学びの

系統性を視野に入れて具体的な指導計画や授業実

践をしていくことを方針とした。 

 

◇小学校英語活動 

小学校英語活動カリキュラムの開発 

本研究員会では、横須賀市の英語活動カリキュ

ラムの編纂、教材教具の開発等を主に行う。１年

目の本年度は、平成 20 年度小学校英語活動カリキ
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ュラム「Happy Time Ⅲ」をもとに、次の内容で平

成 21 年度版「Happy Time Ⅳ」の開発を行った。 

①時間増に伴う年間カリキュラムを開発する 

・低中学年８→10 時間、高学年 27→35 時間 

②増加した時間分の指導案を作成する。 

③本年度の実施状況を踏まえ、難易度や妥当性、

また発達の段階等を再度検討する。 

④表現、語句等の調整を行う。 

 

 ２年目となる平成 21 年度は、次のような内容

で活動を行う。 

①平成 22 年度版「Happy Time Ⅴ」の作成 

（横須賀市英語教育推進プロジェクトチームで作

成している横須賀市英語教育の目標との整合性

を検討する） 

②教材開発 

（開発した指導案をさらに実質的なものにする

ために教材開発を行う。その際、横須賀市や各

学校の地域性を反映させる。） 

 

◇支援教育 

支援を要する子どもを視野に入れた授業づくり                

  通常学級には、およそ６％の割合で、支援を必

要とする子どもが在籍しているといわれる。 

本研究員会では、学校教育課に事務局がある「相

談支援チーム」と連携協力し、発達障害等のある

子どもにも分かりやすい授業づくりをめざして研

究を進めている。 

今年度は、「誰にでも分かりやすく使いやすい

教材教具の開発」「一斉指導と個別支援を融合し

た授業作り」という観点で授業実践に取り組み、

そこから見えた支援の手だてを特別支援教育コー

ディネーター連絡会で発信したり、まとめたりし

て研究を進めた。 

次年度以降は、それらを深めるとともに、他教

科や中学校も視野に入れて、さらに研究を深めて

いきたいと考えている。 

 

◇情報教育 

ICT 活用授業と情報モラルに関わる研究 

 ICT 活用教育推進事業により、校内 LAN 整備と

普通教室用 PC・プロジェクターの導入が行われて

いる。これらの ICT 機器を授業に有効活用する実

践研究を行い、横須賀の教員の ICT 活用能力を向

上させることをめざす１年目である。 

 また、前年度の研究員が作成した「小中学校コ

ンピュータ操作スキル・情報モラル年間指導計

画」を基に情報モラル指導を実践研究し、その成

果を横須賀市の学校に情報提供していくことも

計画している。 

 今年度は、ICT 機器の授業活用について重点的

に実践研究し、夏季 ICT 活用教育推進委員研修会

で発表した。更に実物投影機の活用についても研

究授業で公開し研究協議を行った。 

 

◇よこすかの子ども調査 

よこすかの子どもの実態調査 

 新しいメンバ－を迎え、新たな1年目を迎えた。

昨年度から引き継いだアンケート内容を、再吟味

し、子どもたちとって分かりやすい言葉の整理や、

書きやすい紙面の工夫をしたりして、アンケート

用紙を完成させた。校長会で協力を仰ぎ、全校の

協力を得てアンケートを実施、回収することがで

きた。対象は、全小学校５年生の１クラスの児童

と、全中学校２年生の１クラスの生徒である。小

学生1372件、中学生657件のデータをエクセルシー

トに集計し、分析に向けて準備を進めてきた。 

 次年度は、過去のよこすかの子ども調査の結果

と比較すること、神奈川県や全国の子どもと比較

して、横須賀市の子どもの特色を把握すること、

という 2 つの視点を持ち、本格的な分析に臨む予

定である。 

 

◇教育研究所研究員総会 

 ５月 23 日（金）15:45～17:00 に研究員会総会

を開催した。15:45～16:15 の全体会では、所長よ

り、あいさつと研究員の委嘱、担当より研究員会

の目的と組織、研究の進め方等の説明、担当指導

主事の紹介、事務担当より研究委託料の取り扱い

についての説明、という順に進行された。今年度

の組織として、特に新教育課程への滑らかな移行

と実施のために、研究会と連携した「教育課程研

究員会（17 の教科で構成される）」を発足したこ

と、研究成果の効果的な発信を心掛けること、委

託料の講座は担当が一括して開設する方針を示し

た。 

その後 16:15～17:00 の分散会では、研究員会ご

とに研究テーマや今後の調査研究計画を立てた。 

 

◇研究員会成果発表会 

これまで総会と同日開催していた「成果発表会」

を、８月 25 日(金)15:00～17:00 に設定し、平成
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18・19 年度の研究成果を３つの研究員会が発表し

た。学校に開催通知を出し広く呼びかけ、52 名の

参加者があった。 

学校図書館との連携研究員会の成果について

は、高坂小学校 奥村佳奈 教諭が、「公共図書館

・保護者ボランティアと連携した小学校特別活動

の授業づくり」について、よこすかの子ども調査

研究員会の成果については、大津小学校 原口尚

延 教諭が、「子ども調査の目的とその意義」につ

いて、情報教育研究員会の成果については小原台

小学校 長島智仁 教諭が、９年間を見通したコン

ピュータスキルのカリキュラム等」について、発

表を行った。 

 

２神奈川県教育研究所連盟研究発表大会 

 10 月 15 日(水)、神奈川県内の各市町が設置す

る教育研究所で組織する（神奈川県教育研究所連

盟）連盟の研究発表大会が、大和市教育研究所の

主催で実施された。今年で 55 回を数える大会で

は、加盟する県内 25 の研究所が調査研究した内容

について、13 分科会 52 テーマに分かれて発表及

び報告があった。 

今年度横須賀市からは、平成 19 年度横須賀市教

育研究所長期研修員掛波久美子教諭が研究発表を

行った。 

◆第９分科会：掛波久美子（北下浦中学校） 

《発表テーマ》 

「中学校における人間関係形成能力の向上を目指

した学習集団の育成について」 

《研究の概要》 

家庭・地域・社会の環境が様変わりし、人間関

係が希薄になっている。本来、集団に関わりなが

ら自然に体得するはずだった人間関係形成能力が

十分に備わらないまま成長した子どもたちは、集

団で適切な言葉や行動で表現をすることができな

い。そこで、学校で人間関係を取り結ぶ方法を具

体的に学ぶことで、集団の人間関係が向上し、生

徒たちの学びの質を向上させることができるであ

ろう。人間関係形成能力の育成には、カウンセリ

ング要素を持つ学校グループアプローチ（「School 

Group Approach」以下「SGA」）とする）の技法が

有効である。SGA を教科と特別活動の授業におい

て実践し、その効果について検証した。 

《研究方法》 

（１）職員の協働性を構築するため研修等を行う 

（２）生徒の実態の把握、分析を行う 

（３）教科授業に取り入れたSGAの授業を実践する（４）

特別活動の授業や SHR で SGA を実践する 

（５）SGA の要素を取り入れた教科と特別活動の授業

を１カ月間行い、授業観察や事後調査で生徒の

変容を検証する。 

《研究の成果と今後の課題》 

 検証にあたって Q-U やソーシャルスキル尺度を

用いたアンケート調査を実施した。SGA の実施前

と実施後で調査を行った結果、生徒の人間関係に

良好な変化が見られた。学び合いの場面や相互評

価を行う場面で、円滑な人間関係が表現されるよ

うになった。課題としては 

（１）SGA を教育課程の中に位置づける 

（２）授業にカウンセリング要素を取り入れる 

（３）組織として共通理解を持って実施する 

（４）SGA を取り入れた教科等の授業実践をする 

等が挙げられる。 

 

３学校訪問での聞き取りをもとに 

 初任者研修等、学校を訪問する際に、聞いてき

た管理職や教職員の声を共有し、現在の学校の困

り感や課題を把握することに努めた。コンピュー

タ上に学校の声・意見のコーナーを設け訪問した

指導主事が記録し、所内指導主事会議でそれらを

共有したが、学校を訪問する目的以外の話ができ

る時間がなかなかとれないこともあり、情報不足

であった。学校の声に耳を傾け、状況を把握する

こと、また、研究所の事業がどのように学校に受

け止められているかを見直しながら、よりよい方

向をともに考えていくことは大変重要である。今

後、システムを改良し、現状把握と課題分析、ま

たそれらへの対応を考えていく必要がある。 

 

４全国学力状況調査結果から 

 全国学力学習状況調査から見えてくる生活習

慣と学力の関係について発信するとともに、家族

で一緒にできる、生活を見直すチェック表を作成

した。 
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  図書・資料 

 

１ 図書資料室の環境整備 

子どもたちに確かな学力をはぐくむ授業づくり、

新学習指導要領への対応のために、今年度は図書資

料室の改造に力を注いだ。 

市立横須賀総合高等学校の一部屋を借り、現在、

頻繁な活用がない古い図書資料を移動することで、

スペースを生み出し、区画と表示を工夫して、図書

資料をわかりやすく配架した。具体的なコーナーは、

次のとおりである。 

 新学習指導要領、学校づくり、辞書･辞典、 

国語、社会、算数･数学、理科、音楽、 

図画工作･美術、 体育･保健体育、 

幼稚園教育・家庭･技術家庭、 

生活・総合的な学習の時間、道徳、特別活動 

情報教育・図書館教育、特別支援教育、 

授業づくり、各学校の研究紀要、研究会の紀要 

学校教育賞、研究員会の紀要 

  

２ 図書･資料 

 図書購入の予算は、平成17年に、財政の見直しに

伴って半減したままの50万円である。この予算で、

前期、後期に分けて、合計190冊の図書を購入した。

今年度は、新学習指導要領への対応を視野に入れた

図書資料を中心に購入した。 

また、市内各学校や各地の研究機関･大学･学校・ 

出版社等から寄贈された紀要及び研究発表資料等も

保管している。平成20年２月 20日現在の紀要及び

教育資料数は、昨年度より、385点増えた。 

また、本年度、閲覧提供した雑誌等は、次のとお

りである。 

（定期購入したもの） 

１文部科学時報  ２初等教育資料  

３中等教育資料  ４教育委員会月報  

５総合教育技術 ６現代教育科学 ７児童心理 

８教育 ９高校教育  10解放教育   11日経PC21   

12 内外教育 13学校図書館  

(その他)  

指導と評価 ＩＭＥＴＳ 政府刊行物 

モノグラフ･小学生ナウ 

モノグラフ･中学生の世界 モノグラフ高校生 

これらは第２研修室の前にある雑誌専用書架

に配架してあり、貸し出しはしていないが、いつ

でも利用することができる。 

なお、購入している新聞は、以下の３誌である。 

・日本教育新聞 ・神奈川新聞  

・人権センターニュース  

 

３ 図書・資料の閲覧と貸出 

図書・資料室の利用規約は、次のとおりである。 

 ①開館時間 平日９時30分～17時30分 

 ②図書資料室での閲覧は自由 

③貸し出ししているもの 

・研修図書（禁帯出以外）一人３冊まで 

・ビデオ  一人５つまで 

・エプロンシアター 

・集団読書絵本「からすたろう」 

・オーストラリアングッズ 

 ④貸出期間 

原則として、本は１ヵ月以内、ビデオは 2 週

間、その他は1ヶ月以内としている。 

 ⑤利用対象者  横須賀市立学校の教職員 

 

本年度の貸出実績（平成20年２月20日現在）は、

次のとおりである。    

 ・図書       182点 

  ・資料 (ビデオ)  204点 

 学級経営や特別支援教育、小学校の英語活動に関す

る文献の貸し出しが、多かった。 

 

４ 教育情報センターイントラネットでの情報提供 

教育情報センターイントラネット上には、次の資

料を提供している。 

①教育研究所・研究紀要データベース 

 ②写真で見る横須賀教育史 

 ③資料用教科書目録 

 ④教具的民俗資料 

  

教育研究所研究員会の紀要は平成 13 年度刊行の

研究紀要第266集から、ＣＤ－ＲＯＭで配布してい

たが、コンピュータの教員一人一台体制になること

も踏まえ、イントラ上のみの配信とし、教育研究所

月報等を通して、情報提供に努めた。 
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《研究紀要》 

・紀要 308 集【学びの系統性/算数･数学】 

・紀要 309 集【学びの系統性/理科】 

・紀要 310 集【学びの系統性/体育･保健体育】 

・紀要 311 集【教育コンテンツの活用】 

・紀要 312 集【登校支援】 

・紀要 313 集【地域コミュニケーション】 

 

５ レファレンス・サービス 

本研究所の図書室・資料室の保持している情報・ 

資料をより広く活用してもらうために、主として電

話による教育資料情報に関する問い合わせにも応じ

ている。問い合わせには、即時性を求めるものが多い

ので、優先的な対応を心がけた。 本年度の件数は129

件（２月 20日現在）であった。 

インターネット上に先の②～④のデータを公開

しているため、教育図書・資料の利用者は、市内の

教職員にとどまらず、教育関係の大学院生や研究者

及び、ライフワークとして横須賀の教育に関心をも

っておられる方々と、多方面に広がっている。今年

度は、豊島区･豊島区教育委員会が後援し、豊島区立

郷土資料館で開催した「明治女学校100年記念展」

に明治時代の教科書を20点貸し出したり、茅ヶ崎市

立鶴嶺小学校100周年記念展のために、大正・昭和

の教科書21冊の撮影に協力したりした。 

 

６ 教育研究所月報「図書・資料室」欄での情報提供 

 今年度、調査研究セクションが誕生し研究所月報

の５面が調査研究セクションの紙面となった。５面

上段を図書資料関係とし、次のテーマで情報を発信

した。 

４月 ・本を楽しもう展 

５月 ・調査研究セクション誕生 

６月 ・新しい図書を購入しました 

７月 ・児童・生徒研究集録 

８月 ・これからの教育と期待される学校図書館 

９月 ・学校図書館を変える その１ 

～根岸小学校の取り組み～ 

10月 ・図書館の利用･レポート作成 

11月 ・読書の秋 

・新規購入図書・お薦めの一冊 

 子どもの姿に学ぶ教師「学習意欲」と「教 

育的瞬間」 鹿毛雅治 著 

12月 ・学校図書館を変える その２ 

～北下浦小学校の取り組み～ 

・新規購入図書・今月のお薦めの一冊 

 「授業研究入門」稲垣忠彦・佐藤学 著 

１月 ・読書活動の推進「朝読書の時間」 

～大津中学校の取り組み～ 

・新規購入図書・今月のお薦めの一冊 

 「ことばの教育と学力」 

秋田喜代美・石井順治 編著 

・読書感想画展～約700点展示します～ 

２月 ・大盛況だった「第19回 読書感想画展」 

・新規購入図書・今月のお薦めの一冊 

   「しらべる力をそだてる授業！」 

      赤木かんこ・塩谷京子 著 

・研究所 3階 図書資料室の模様替え 

～授業づくりに新コーナー誕生～ 

３月 ・これからの教育と学校図書館 

   ・読書感想文集 52号 

・新規購入図書・今月のお薦めの一冊 

 「わかる・できる授業のための教室のＩＣＴ環境」

堀田龍也・野中陽一 編著 

 

７ 教科書センター 

 本研究所図書室は「横須賀地区教科書センター」 

を兼ねており、日常的な教科用図書閲覧や問い合わ

せに対応している。今年度は、現在使われている小

･中学校教科書全てを資料室から移動式書庫に移

し、閲覧しやすくした。また、９条本についても移

動式書庫に配架した。 

 

８ 民俗資料 

 現在、教具として使用できる民俗資料を、115 点

所蔵している。 

 また、インターネット上に公開している「教具的

民俗資料」については、11月の研究所企画展にて展

示した。本年度、旧市立横須賀高等学校内に保管し

てあった100点ほどの教具的資料を市立横須賀総合

高等学校の部屋を借用し、移動させた。   

今後、整理し、保管していく予定である。 
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９ 研究所刊行物 

 本年度は、次の刊行物を発行した。 

《定期刊行物》 

・研究所月報（522～533号） 

・研究所月報保護者版みどりの風(18･19 号) 

・研究所所報70号 

・研究所要覧（平成20年度版） 

・横須賀市学校文集 小学校版 77号 

・横須賀市学校文集 中学校版  77 号 

・読書感想文集 52号 

・作詞作曲入選集 51号 

・小学校児童 中学校生徒 研究集録 47号 

 

10 教育史編さん 

 本市の教育の歩みを精細に、且つ正確に記録して

いくことは、本研究所の重要な事業の一つである。

明治の「学制」から128年、横須賀市制施行からは

100 年、本市の教育の歩みはさまざまな変遷をたど

ってきたが、その歩んだ姿を明確な形で整理・記録

しておくことは先人の努力を知り、これからの本市

教育のあり方を考えていく上で欠かすことのできな

い事業である。 

 平成 12年度から教育史専任の嘱託を配置し、既存

資料の整理、資料の調査・収集をしているが、予算

削減の状況もあり、編さんの方向性についての委員

会の発足や討議は見送られている。長期的展望に立

ち、具体的な編さん計画を策定する必要がある。 

 

 学校図書館 

１ 読書活動の推進  

学校図書館研究会と協力して、「読書感想文コン 

クール」「読書感想画コンクール」を開催した。ま

た、「本を楽しもう展」（読書感想画展への応募作

品を再度地域のコミュニティーセンターで展示する

もの）を、北下浦コミュニティーセンター、西コミ

ュニティーセンター、南図書館において開催し、合

計196点の作品を展示した。また、８名の教員に編

集委員として協力いただき、の読書感想文集52号を

発行し、読書活動の推進に努めた。 

 読書感想画コンクールについては、小学校全校、

中学校12校、特別支援学校1校から応募があった。

参加応募数は少し減少している状況が見えるが、横

須賀地区審査会での入賞作品は、平成21年１月８日

から13日までの６日間、文化会館第１ギャラリーで

開催した「第19回読書感想画展」にて展示した。 

約 700点の作品を展示した他、課題図書なども展示

し、さらなる読書への関心を高める工夫を行った。   

入選者の家族はもちろんのこと、会期中には一般

の市民2,700 名を越える来場者があった。 

この他、学校図書館研究会主催の「ブックトーク」 

作成研修を協力して開催した。 

  

２ 司書教諭研修講座 

今年度から、学校図書館担当者ではなく、司書

教諭を対象に、年間２回の「司書教諭研修講座」

を実施した。この研修では、第1回目の８月には、

情報を扱うものとして、ICT 機器を活用した情報

の扱い方の実習を研修内容とした。テーマは次の

３つで、同内容を２日間開催し、各学校の司書教

諭は６回のうち１回の講座を受講した。 

 ・ディジタルデータの扱い方の実習 

・インターネットを利用した情報検索の方法の

実習 

 ・プレゼンテーションの方法の実習 

  普段コンピュータを扱う時間がない状況も語ら

れ、熱心に実習に取り組み、著作権や個人情報の

管理についての意識も高めることができた。 

また、２回目の研修は、司書教諭の役割につい

て取り上げ、実践報告をもとに研修した。内容は、

次のとおりである。 

「これからの教育と学校図書館」 

（教育研究所 北原正子） 

「司書教諭としての6年間の実践」 

（武山小学校 総括教諭 辺見祥子） 

「読書に関する学校の取り組み」 

（神明中学校教諭 横田郁子） 

「司書教諭に期待すること」 

（浦賀中学校校長・神奈川県学校図書館協議会

会長 細野 裕） 

  学校教育法や新学習指導要領等に見いだせる

学校図書館の果たすべき役割を確認し、読書活動

を進めるために司書教諭としてできることや、学

校として取り組む必要性について、考えることが

できた。 
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  理科教育事業 

 

 文部科学省による IMESS2007 の報告では、日

本の理科問題の平均得点は小学校４年生、中学

校２年生とも上位グループに位置しているとい

える。また、「理科の楽しさ」についての質問

では、「楽しい」と答えた割合いは 2003 年に比

べ、小学４年生は高くなり、中学生はほぼ同程

度となっていることから、小学校教諭の理科授

業への研修の成果が現れてきている。しかし、

「理科の勉強に対する自信」についての回答で

は高いレベルの割合は小学校、中学校共に国際

平均値より下回っている。さらに、「理科を勉

強すると日常生活に役立つ」を肯定的に答えた

中学生は 53 パーセントで国際平均値より 31 ポ

イント下回っている。このような現状をふまえ、

今後もより理科教育の力量を高めるために教員

研修の充実が求められると考える。 

 教育研究所の理科教育事業では教員が学び、

探求する場、そして科学への関心を高める場と

して、研修講座を中心に、授業の支援や情報の

提供を行ってきた。 

  研修講座の内容としては、理科指導に当たっ

て必要な基礎的な技術を身に付けるものの他

に、指導が難しい実験・観察を含む単元の内容、

野外での自然観察の際の留意事項や環境問題に

かかわる内容なども取り上げた。 

 さらに、科学の最新情報を提供し、関心を高

めることもこれからの理科教育で大事な要素と

なると考え、こうした内容の講座も盛り込んだ。 

  研修講座以外の事業としては、理科学習に必

要な教材生物の配布や斡旋、観察実験用具の貸

し出し、研究のための理科施設の開放、様々な

問合せ・相談に応ずることなども行ってきた。 

  なお、事業を進めるにあたり、学校教育課指

導主事や小学校理科研究会、中学校理科研究会、

他の研究機関と連絡をとりながら、内容の充実

と活動の円滑化を図ってきている。 

 

１ 理科教育研修講座 

  平成 20 年度は下記の４コースを設定し

た。 

ア．理科基礎技術講座 

イ．小学校・中学校理科教材研究講座 

ウ．科学教養講座 

エ．夏季研修講座 

 

(１) 理科基礎技術講座   

  主に校務分掌における理科担当の先生方

と理科の授業を担当している先生方を対象

に、理科指導に当たって必要な基礎的な技

術を身に付ける内容として（表１）のよう

な 10 講座を実施した。 

  希望調査を参考に、理科を指導するにあ

たって身に付けておきたい基礎的な内容を

中心に実施した。実験、観察基礎技術、自

然観察の際の基礎知識、地域資源の生かし

方等について研修した。  

 この 10 回のうち、フィールドワークによ

る研修が５回含まれる。 

(２) 小学校・中学校理科教材研究講座  

  小学校・中学校の学習内容で、学習効果

を高めるための教材開発や学習展開の工夫

を研修するため（表２）のように５講座を

実施した。 

  第１回は教材開発販売会社のスタッフに

よる様々な実験を学んだ。今回は新学習指

導要領に対応する実験器具や材料が多く紹

介され、それらを使って各自で液状化現象

説明器を作製した。つくりながら原理を理

解することができた。第２回、第５回は横

浜国大の平島先生に講師をお願いし、100

円ショップなどで購入した身近な材料を使

った自作の教材で物理実験を行い、それぞ

れの現象について分かりやすく説明をして

いただいた。また、リニアモーター等の教

材製作も行った。第３回は教材開発販売会

社のスタッフによる環境学習に関する様々

な実験を学んだ。第４回は教育コンテンツ

活用検討研究員の桜小学校中村教諭と衣笠
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中学校田島教諭に、理科授業において効果

的なデジタルコンテンツの使い方や実践例

を紹介していただいた。 

 (３) 科学教養講座 

  理科指導に当たる教員にとって役立つ

技術や最新情報を得るための講座として

（表３）のような６講座を実施した。 

 第１、６回は都市計画課職員より、浦賀

ドックにおいて、造船の技術やその応用を

実際の工場で使われた道具を用いて体験実

習を行っていただいた。第２回は港湾空港

技術研究所の施設見学と、職員に津波につ

いて等、研究成果の説明をしていただいた。

第３、４回は総合高校教諭に講師をしてい

ただき、第３回で高校の生物の実験の一部

を体験させていただき、第４回で高校の地

学の実験の一部を体験させていただき、小

中高の系統性を確認した。第５回は、海洋

開発機構坪井誠司氏に同機構が所有するス

ーパーコンピュータによって解明されつつ

ある地球内部の構造について解説していた

だいた。 

 (４) 夏季研修講座   

 夏季休業中行われる各教科の夏季研修と

連動する講座で、今年度は新指導要領に対

応する内容とした講座で（表４）のように

２講座を実施した。 

 第１回は文部科学省教科調査官の清原洋

一氏、第２回は文部科学省視学官の日置光

久氏を招き、それぞれ中学校、小学校の指

導要領の改訂のポイントを解説していただ

き、移行期間中の対応方法や、新しい教材

についての紹介をしていただいた。 

 

２ 理科実験観察教材の斡旋・配布・維持管理 

  教材生物、実験素材などの育成・管理・保

存と必要に応じて配布、斡旋を行った。 

 種ジャガイモ、サツマイモ苗、カイコ卵、

カブトムシの幼虫やそのえさとなる木材チ

ップ、花壇・畑用の堆肥についてはほとんど

の小学校で要望があるが、総合的な学習の時

間や選択理科に関連してか、中学校での申込

みも増えつつある。 

 水中の微生物についてもほとんどの中学

校に配布することができた。県総合教育セン

ターから提供されたものが、研究所において

年間維持管理され、春以外の要求にも応える

体制ができた。 

 メダカ、オオカナダモ等の希望も毎年あ

り、理科教材園の整備が十分でない小学校、

中学校にとって研究所の果す役割は大きい。 

 

３ 理科資料のデータベース化 

 教育情報センターのイントラネットサイ

トに掲載中の「三浦半島海辺の生物ウォッチ

ング」、「校庭の植物」、同インターネット

サイト上にある「三浦半島の植物」・「久里

浜の気象」・「三浦半島の地層・地質」「三

浦半島の野鳥」の配信とデータ蓄積、「植物

歳時記」のデータ追加を行った。 

 

４ 小学校児童・中学校生徒研究集録の作成 

 各校で選ばれた子どもの研究の代表作品

１点ずつを研究集録として CD にまとめ、１

月に発行した。また、教育情報センターのイ

ントラネットサイトに掲載した。この研究集

録には小学校 32 点、中学校８点が掲載され、

主に夏季休業中に取り組んだ自由研究が多

いが、総合的な学習の時間で取り組まれたも

のも数点ある。資料写真を使用している作品

が多く、CD に集録することでこれらのデー

タを生かすことができた。また、作品をプリ

ントしたものを 11 月に自然・人文博物館、

12 月に北図書館、児童図書館、南図書館に

展示した。 

 

５ 授業支援 

 理科の授業を展開していく上で必要な資

料・情報の提供として、理科や総合的な学習

の時間、選択理科、薬品処理などの様々な問
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合せや相談に応じると共に、これまでに蓄積

されている理科関係資料の提供、理科施設や

器具の貸出し等を行った。今年度は５年に１

度の市内各校の不要薬品の回収を実施し、要

望のあった 32 校から薬品回収を行った。 

 また、今年度新たに、双眼実体顕微鏡、双

眼鏡、おもりの衝突実験機など備品の購入も

行い、貸出しや研修に使える体制をとってい

る。 

  理科実験室の施設や機器等の利用につい

ては、各学校の要望にできる限り応じ、今年

度は液体ガス容器、双眼鏡、天体望遠鏡、双

眼実体顕微鏡、電気パンキット、ストロボ装

置などの貸出しがあった。 

６ 理科教育事業への協力 

  理科教育研修やその他の事業について、市小

学校理科研究会、市中学校理科研究会をはじめ、

多くの方々との連携・協力を行った。ご協力い

ただいた主な方々は下記のとおりである。 

小学校理科研究会長 小田部忠二（野比小） 

        副会長  平野 邦好（武山小） 

中学校理科研究会長  川名 健治（長沢中） 

          副会長  山下 実 （追浜中） 

     副会長  成田 明良（衣笠中） 

ＨＰ「植物歳時記」作成   八田羽榮一  

                           （敬称略） 

 

（表１）           理科基礎技術講座               （10 回 176 名） 

  月  日 講      座      名 指     導     者 場  所 参加

  ６．14 

  ７．８ 

  ７．22 

  ７．30 

  ７．30 

  ７．31 

 

  ８．７ 

11．15 

12．２ 

12．25 

自然観察会～初夏の植物～ 

観察・実験基礎技術① 

観察・実験基礎技術② 

図書館の利用・レポート作成 

観察・実験基礎技術③ 

自然観察会～海の生き物～ 

 

観察・実験基礎技術④ 

身近な自然の教材化Ⅳ 

観察・実験基礎技術⑬ 

自然観察会～冬の野鳥～ 

八田羽 榮一 （植物研究家）

白井 宏一  （教育研究所） 

白井 宏一  （教育研究所） 

児童図書館・自然人文博物館 

内舩 俊樹（自然人文博物館） 

朝倉 彰 

   （千葉県立中央博物館） 

横地 拓男  （武山中学校） 

高橋 良寿（五感教育研究所） 

白井 宏一 （教育研究所） 

泉   和幸 （日本野鳥の会） 

観音崎公園

理科実験室

理科実験室

児童図書館

博物館 

走水小学校

 

武山中学校

大楠山 

理科実験室

小松ヶ池 

 ７ 

 ９ 

 84 

 ５ 

 24 

 15 

  

 13 

 ２ 

 ５ 

12 

                                                         

（表２）         小学校・中学校理科教材研究講座           （５回 146 名） 

  月  日  講     座     名 ・ 学 年 指     導     者 場 所 参加

  ７．29  

８．１ 

８．４ 

８. 19  

 

８. 21 

おもしろ実験ゼミナール 

楽しい物理実験Ⅰ   

環境実験あれこれ 

デジタル教材を使った理科授業

 

楽しい物理実験Ⅱ 

中村理科工業スタッフ 

平島由美子 （横浜国立大学） 

ケニススタッフ 

中村 拡正 （桜小学校） 

田島 信幸 （大楠中学校） 

平島由美子 （横浜国立大学） 

理科実験室

理科実験室

理科実験室

理科実験室

 

理科実験室

 61 

26 

 35 

 ８ 

 

 16 

 

 

 

 

                                                                   



- 19 -

（表３）             科学教養講座               （６回 99 名） 

  月  日 講      座      名 指    導    者 場  所 参加

  ６．18 

  ７．23 

  ７．28 

  ７．28 

  ８．18 

 

  ８．20 

船の科学Ⅰ 

波の科学 

サイエンスハイスクール・生物

サイエンスハイスクール・地学

地球シミュレータを用いた地球

内部ダイナミクス研究 

船の科学Ⅱ 

都市計画課 

港湾空港技術研究所 

総合高校教諭 

総合高校教諭 

坪井 誠司 （海洋開発機構） 

 

都市計画課 

浦賀ドック

港空研 

総合高校 

総合高校 

理科実験室

 

浦賀ドック

 ３ 

 28 

 17 

 19 

 16 
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（表４）             夏季研修講座              （２回 62 名） 

  月  日 講      座      名 指     導     者 場 所 参加

  ８．１  

 

  ８．６ 

 

新学習指導要領への対応 

中学校理科 

新学習指導要領への対応 

小学校理科 

清原 清一 

（文科省教科調査官） 

日置 光久 

    （文科省視学官） 

第１研修室

 

第１研修室
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 51 
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平成20年度/教育研究所「月 報」 

新しい学習指導要領が告示され、改訂の内容が明らかにされた。来年度すぐ取り組める課題、来年度準備する課題など様々にあります。

その中で、これからの教育課題を見据え、学校での実践の紹介や各セクションからの情報を伝える努力をしてきた。 

 

 ◎主な頁のテーマと執筆者名（敬称略）                                                                                           

   

４月  

 

１．希望の香りあふれる春、4月 ２～３．4・5月の研修講座案内、 ４．「本を楽しもう展」、生物教材配布、小学校児童・中学校生徒研究集録、連

続コラム〈ICTの活用に向けて〉～デジタル教育のコンテンツの活用～ ５．平成19年度の相談統計まとめと特徴(指導主事：井上泉)６．「教育相談室

」統合・移転と「青少年相談センター」での新しい教育相談体制(指導主事：井上泉) 

 

  ５月 

１．教育研究所運営の基本方針及び重点目標 ２．新学期を迎えて（二年目の教員として）「『切磋琢磨』を支えに」(鶴久保小：館山琴絵)・「一年目

の経験を生かして」(上の台中：仲 真純) ３．研修のねらい、授業力向上支援相談員派遣事業について、学校学級経営相談について ４・「教育の情

報化推進セクション」に改名、連続コラム〈教育の情報化推進のために〉～手軽にパスワードをかける～ ５．調査研究セクション誕生、理科センター

だより～スターウオッチング★ネットワーク ６，平成19年度 学校教育賞（主査・指導主事 市川敦義） 

 

  ６月 

 

１．みんなで育てる子どもたちの力と心 ２．学習意欲を引き出すための工夫「子どもの目線から考える授業づくり」(養護学校：堀井美沙都)・「達成

感を共有して」(久里浜中：平井 薫) ３．長期研修講座、「拠点校指導教員」とは ４．「新ウイルスに注意」USBメモリから感染、「電子メール」

の有効活用を！ 連続コラム ５．浅野明写真展～ミクロの世界～、理科センターだより～初夏の野鳥「ツバメとｲﾜツバメ」 ６．横須賀の重点教育施

策 ICTを活用する教育の推進(主査・指導主事：高木 尚)、英語活動・英語教育の推進（指導主事 吉川知彦） 

 

  ７月 

 

１．飛耳長目(ひじちょうもく) ２．一人一人を生かした学級集団づくり「意識的な『つながりづくり』を」（公郷小：原恵子）・ 

「個とのスタンスを模索して」（田浦中：無津呂直美） ３．平成20年度 夏季研修講座 ４．学校における組織を考える、初任者の授業づくり ５．

「新学習指導要領」が目指すもの、第5回スクールデジタルコンテスト、連続コラム<～個人情報を学校外に持ち出すのに必要な手続きは7月11日(金)ま

でに～ ６．児童・生徒研究集録、夏の天文観察、 理科センターだより～三浦半島のホタル～(長期研修員：伊藤英幸) 
 

  ８月 

 

１．センス・オブ・ワンダー ２．教員としての資質を高める「子どもと共に学びを楽しむ」(野比東小：小野寺真由美）・「広い視野に立つ」(不入斗

中：原 康弘) ３．人間関係を育てる力の向上、「英語教育推進プロジェクトチーム」 ４．ICT活用推進研修講座 連続コラムー授業に有効なICT活

用の一コマ ５．これからの教育と期待される学校図書館 理科センターだより～地球の自転を観測しよう～６．授業力向上支援相談員派遣事業を生か

して(研修セクション：新田将之)、平成19年度・研究員会 研究成果発表会のお知らせ(調査研究セクション：北原正子)  
 

  ９月 

１．道徳教育とは－共感し寄り添うこと－ ２．子どもたちの規範意識を高める「授業に規律が生まれるとき」(荻野小：戸田朋宏)「伝統的規範を大切

にしながら」(長沢中：石渡淳史) ３．児童・生徒指導「問題行動への基本的な対応～様々な問題行動の背景～」 ４．ICT活用による学力の向上、

連続コラム～授業に有効なコンテンツを共有しましょう～ ５．学校図書館を変える その1～根岸小学校の取り組み～、理科センターだより～中秋の

名月～６．校内研究に取り組む 「学び合い、深め合える児童」の育成(根岸小：米山邦男)・子ども一人一人の学び・育ちを(望洋小：諸星綾子)・教

師も育つもの～「教師としての体づくり」励むこと～(浦賀中：勝康雄)・「考える力」を育てる(野比中：八木恭子) 

 

 10 月 

１．マイクロティーチング－指導技術を高める一つの試みー ２．支援教育～特別支援教育コーディネーターの視点での考察～ 「『困り感』の共通理

解を図る」(久里浜小：川端賢仁)・「学校体制にあわせた支援の組織作り」(追浜中：星野嘉朗) ３．学校経営への参画 ４､夏季ICT活用教育推進委員

研修の報告、連続コラム～重要データの消去は完全ですか？～ ５．研究員会紀要、理科センターだより 三浦半島の野鳥～モズの高鳴き～ ６．あた

らしい友だち、あたらしい環境 「統合を経験して」(鶴久保小：清水京子)、「協和発進」(坂本中：加藤直竹) 

 

 

  11月 

１．高度情報化時代を生きる鍵－情報モラルの育成 ２．キャリア教育をすすめる その１～横須賀総合高校におけるキャリア教育～「キャリア教育は

『生き方』教育」(横須賀総合高：永田美恵子）・「おおきなキャリアを育てるために」(横須賀総合高：島貫修二） ３．授業づくりの活性化～授業の

見方～ ４．夏季ICT活用教育推進委員研修報告2、連続コラム～教員研修Web総合システムTRAINの紹介～ ５．読書の秋～新規購入図書・お薦めの一冊

～、研究紀要、理科センターだより 冬の天体観測～金星・夏の大三角・月～ ６．新教育課程に向けての取り組み その1～幼稚園～ 「子どもに寄り

添いながら」(諏訪幼：高島佳子)、「大楠の特性を生かして」(大楠幼：原田真紀) 

 

 

  12月 

１．「生きる力」を育てる－賢者の贈り物－ ２．キャリア教育をすすめる「小学校でこそキャリア教育を！」(森崎小：石坂正子)・「自己を高めるキ

ャリア教育」(北下浦中：関島忍) ３．研究授業の振り返りについて考える ４．校務用パソコンの整備と学校改善～教職員一人パソコン一台体制～、

連続コラム～「やってみよう情報モラル指導」の紹介～ ５．学校図書館を変える その2～北下浦小学校の取り組み、理科センターだより～環境教育プ

ログラム～(長期研修員：伊藤英幸) ６．これからの教師に期待されること～拠点校指導教員として～「謙虚さと広い視野を」(大津小：森川洋子)、「

共に生きる」(鴨居中：米持薫) 

   

１月 

１．新年にあたってー愛に満ちた一年にー ２．保護者・地域とともに子どもたちを育てる「見守り隊の方に支えられて」(津久井小荒井理子)・「日々

の地道な活動が強固な絆を生む」(武山中：小菅哲也) ３．授業づくりを見直す～ねらいを明確にした指導案の作成と授業実践～  ４．校務用PCの整

備と情報セキュリティ、第５回スクールデジタルコンテスト ５．読書活動の推進「朝読書の時間」～大津中学校の取り組み～、理科センターだより～

理科基礎技術講座「身近な自然の教材化」より～ ６．これからの環境教育(指導主事：白井宏一) 

   

２月 

１．驚きと感動が新しい扉を開く ２～３．この１年をふりかえって～来年度への抱負～「学校の役割を果たす」(大楠小：関根正廣)・「教育の根幹に

信頼を」(大津中：村尾誠)・「つながりと授業改善を基礎に」(ろう学校：渡辺浩)・「授業づくりにさらなる創意工夫を」(養護学校：小山雄二) ４．

社会体験研修の学びと成果～１１年次教職経験者研修から～ ５．グループウェアを活用しましょう、連続コラムーＳＡＢ資産の扱い方―：２月 ６．

大盛況だった「第19回 読書感想画展」、研究所３階 図書資料室の模様替え～授業づくりに新コーナー誕生～、理科センターだより 三浦半島の野鳥

   

３月 

１．心の琴線にふれる本との出会い ２～３．新教育課程に向けての取り組み「新教育課程の編成・実施にあたって」(夏島小：立川裕子)・「野比の個

をどうそだてるか」を基調に(野比小：伊藤規子)・「自校の実態に即した円滑な導入をめざして」(不入斗中：小山要治)・「コミュニケーション能力の

育成を通して」(長井中：佐藤啓泰) ４．今年度の研修を振り返る ５．ICTを活用した効果的な授業づくりをめざして、連続コラムーSAB資産の扱い方

―:３月 ６．教育課程と学校図書館、読書感想文集52号、理科センターだより～小学校児童・中学校生徒研究集録～ 

 

 ぺージ別内容  (原則的には)  １．巻頭言 (所長：阿部優子)      ２．教育課題にかかわる寄稿    ３．研修セクション   

４．教育の情報化推進セクション     ５．調査研究セクション   ６．教育課題や各セクションの補足 
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学校教育賞 

□学校教育賞の目的 

本市の学校教育賞の制度は、昭和 24 年度か

ら実施されている。学校教育の発展振興をは

かるために設けられたもので、今年度で 59

回目を迎えた。平成 16 年度より奨励賞を新設

するとともに、教員部門（Ａ部門）とその他

の部門（Ｂ部門）を分けて審査するよう、内

規及び募集要項を改訂した。 

 

□今年度の応募状況 

平成 20 年度は、神明小学校 浅羽純子総括

教諭と鶴久保小学校 工藤純子教諭のＡ部門

２点の作品応募があった。 

 

□審査 

  学識経験者と指導主事で審査小委員会（第

１次審査会）を開き、審査を行い、原案を作

成した。 

  教育長が審査委員長を務める２次審査会で

さらに審査をし、以下の賞が決定した。 

 

（Ａ部門） 

□努力賞 

○「神明小学校の特別支援教育の取り組み 

～チーム・サポートを合い言葉に個の良

さを伸ばす指導・支援の研究～」 

神明小学校 総括教諭 浅羽 純子 

 

特別支援教育コーディネーターとしての立

場と経験から、「ケース会議の定期的な開

催」、「支援ファイルの作成」、「リソース

ルームの確保と活用」などの手立てを通じて、

児童に関する教職員間の情報共有と校内支援

体制の整備を図ってきた、優れた実践報告と

言える。 

支援を要する児童の様子が具体的に記述さ

れ、その分析と支援の内容が的確に述べられ

ている。柔軟な発想と取り組みで特別支援教

育の理念を具現化した、時宜にかなった実践

の報告である。 

 

□奨励賞 

○「初任者を育てる 

～拠点校指導教員の取り組み」 

鶴久保小学校 工藤 純子 

 

初任者に寄り添い、初任者の課題に沿いな

がら指導している様子がうかがわれる論文で

ある。４年間の経験から、押さえておかなけ

ればならないことを計画的に指導し、初任者

の不安を取り除く一方、学級や初任者の様子

をみながら柔軟な指導をする方法など、汎用

性が高い豊富な資料が添付されている。 

 

□学校教育賞授与式 

 ３月 23 日（月）16:00 より 教育長室で学校

教育賞の授与式が行われた。 
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概 要 

平成 20 年度は昨年度と同様に「研修内容の充

実」を目標として①経験年数に応じた研修等、指

定研修の内容の充実 ②教員の授業力向上、③今

日的教育課題に応じた研修の充実、この３つを重

点に置いて取り組んだ。 

①については、受講者による研修評価を充実す

ることにより、受講者の主体性を高めるととも

に、研修の質の向上を目指した。研修後の評価だ

けではなく、研修前の導入を工夫した。アイスブ

レイクや受講者相互の情報交換を用いながら、

「研修のねらい」を徐々に浸透させ、研修への動

機付けを高めた。また、講座を教員のニーズに応

じた具体的・実践的なものとするためにも研修評

価を効果的に活用した。例えば、研修評価の感想

に記されている実践上の悩み等から受講者のニ

ーズを掴み、その後の研修講座の内容に生かし

た。その他としては、教員同士が互いに高め合え

るような実践交流や協議・ワークショップの場を

充実させた。４段階のねらいの達成度について

は、初任者から 21 年次までの経験年数に応じた

研修講座では 3.5 を、管理職、学校運営推進者、

拠点校指導教員の職務に応じた研修では、3.4 と

いうおおむね満足できる結果を得ることができ

た。特にワークショップ形式や協議形式の研修

は、教員からの評価が高く、特に若手教員の研修

では時間延長の要望があった。多忙な中だからこ

そ「学び合う」場を求める。学ぶ機会が著しく減

少している、教員の切実な姿の表れだと考える。 

②については、実践的な授業づくりに関する研

修内容を充実させた。授業の具体から学ぶ研修ス

タイルを取り入れるため、初任・６年次・11 年次

・21 年次研修では、校内研修として授業研究を位

置づけた。 

６年次研修では、主に中学校の学区を基本とし

て小中の教員が集まり、グループを作り、その代

表者による研究授業を行った。発達の段階の異な

る子どもの姿を通して、子ども理解に基づく授業

づくりの意識が高まった。また、この授業研究で

は、11 年次研修の教員も参観と協議に加わり、小

中のつながりだけではなく、年次を越えた縦のつ

ながりを築くことを試みた。 

11 年次研修では、授業づくりにおける自己課題

の把握と改善の手だてを、講義と協議をもとに見

出し、授業研究に取り組んだ。初任者研修では、

初任者の希望を元に、教科ごとのマイクロティー

チング（模擬授業）を夏の宿泊研修で実施した。

話し方や聴き方、教室における教師の立ち位置や

視点の置き方といった教師としての基本的な技

術、また、板書や発言の取り上げ方などから見た

子ども理解について研修し、その後の実践に生か

した。 

③の今日的教育課題への対応としては、新学習

指導要領への対応、校内研修の活性化、組織づく

り等についての講座を開催した。特に、新学習指

導要領告示（H20.3.28）の年として、新たな教育

への理解を進めるための講座を、夏季研修・管理

職研修・総括教諭等学校運営推進者研修講座を中

心に数多く開いた。また、今日的課題の中心とも

言える、教員や学校組織、子どもの「コミュニケー

ション能力向上」に関する研修も取り入れた。 

今年度は、学校校務用パソコン導入や情報

セキュリティに関する研修、英語活動に関する研

修を出前研修として数多く実施し、概ね高い評価

を得た。今後の研修スタイルとして大切にした

い。 

次年度も、子ども理解に基づく「授業力の向上」

と、教育課題に主体的に対応できる学校づくりを

支援するための効果的な研修を、学校・先生方と

ともに構築していきたい。 

 

■平成 20 年度 研修講座出席状況 

 研修講座名      講座数  参加者数 

夏季研修講座 55       4,706 

理科研修講座（夏季研修を除く） 23     485 

情報教育研修講座 34        2,378 

 合   計        112       7,569 

 
研修セクション 
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指定研修 

経験年数に応じた研修 

 教職員のライフステージに沿い、教職経験に

応じた体系的・総合的な研修を行い、教育専門

職としての資質の向上を図る研修である。 

◎初任者研修講座 

 新採用の教員として求められる資質・能力の

向上を図ると共に、豊かな人間性と指導力に富

む教員の育成を目指した研修を行う。受講者は

94 名。研修は校外研修年間 25 日以上と校内研

修年間 300 時間以上の実施とする。 

＜校外研修＞  25 日 

回  日 時 内 容 講 師 

１

 

 

４月15日 

 

 

開講式 

生涯学習部長講話 

ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ・服務 

生涯学習部長 

研究所指導主事

 

２

 

 

５月13日 

 

 

子ども理解Ⅰ 

研究所長講話 

子ども理解の視点 

研究所長 

研究所指導主事 

３

 

 

 

６月10日 

 

 

 

子ども理解Ⅱ 

講義・演習 

「指導に困難を感じる

子どもについて」 

芳川玲子 

（東海大学教授）

研究所指導主事 

４

 

 

７月15日 

 

 

生徒指導 

横須賀市の支援教育

生徒指導・特別支援教育 

学校教育課 

指導主事 

５

 

８月１日 授業づくりの基本Ⅰ 

教育長講話 

講義・演習 

小林宏己 

（早稲田大学教授）

 

６

７

 

８月19日 

～20日 

 

授業づくりⅡ･Ⅲ 

講義 

演習（Microteaching） 

小林宏己 

（早稲田大学教授）

 

８

 

10月21日 

10月28日 

11月４日 

校外授業研究Ⅰ 

（中学校） 

 

研究所指導主事

 

 

９ 11月11日 

11月18日 

11月25日 

校外授業研究Ⅱ 

（小学校） 

研究所指導主事

 

 12月16日 道徳教育 講義 

「道徳教育について」 

学校教育課 

指導主事 

１月13日 

 

人権教育 

講義「人権教育につ

いて」 

学校教育課 

主査指導主事 

２月17日 実践報告会 

閉講式 

研究所長 

研究所指導主事

５月20日 

５月27日 

６月３日 

６月17日 

７月１日 

７月８日 

情報セキュリティ 研究所指導主事

選

択

研

修

 異校種研修 

（１日） 

勤務校以外の 

学校の教職員 

 

 

 

校外課題研修（11日） 

小学校教諭は理科基礎

技術講座を1回受講 

外部講師 

研究所指導主事

＜校外課題研修＞ 11 日 

・市主催の選択研修等より選択。 

＜異校種研修＞ １日 

・子どもの成長の段階を見通した上で、適切な

指導力を身に付け、教職員としての幅広い教育

観を構築するために実施した。 

＜校外授業研究＞ （授業者敬称略） 

初任者による提案授業と研究協議 

◆10 月 21 日（火） 

松原未幸（武山中）、大村慎太郎（坂本中） 

◆10 月 28 日（火） 

平尾綾子（浦賀中）、神村勇輔（神明中） 

◆11 月 4 日（火） 

遠藤拓磨（鴨居中） 

◆11 月 11 日（火） 

御所谷歩（富士見小）、清水康弘（明浜小） 

◆11 月 18 日（火） 

田中章子（高坂小）、芝丸健太（北下浦小） 

大橋幸史朗（豊島小） 

◆11 月 25 日（火） 

清水貴彦（高坂小）  

＜校内研修＞  年間 300 時間以上 

  勤務校内において行う研修。拠点校指導教員

方式においては、拠点校指導教員による研修を

週７時間程度、年間 210 時間以上、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

による研修を週３時間程度、年間 90 時間以上

実施した。校内指導教員方式においては、校内

 

10 

11

12

13
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指導教員による研修、校内指導教員が割り振る

研修を年間 300 時間以上実施した。 

◎拠点校指導教員研修講座 

 年間を通して初任者の指導を専門に担当する

拠点校指導教員を対象に、初任者研修の効果を

高めるため、研修の状況報告と指導内容の交流

を中心とした研修を行った。研修日数は８日。

受講者は 18 名。 

 

◎２年次教職経験者研修講座 

  学級や授業における児童生徒について理解す

ると共に、コミュニケーション能力を高めるた

めの研修を実施した。研修日数５日。受講者

78 名。 

回 日 時 内  容 講 師 

１

 

 

５月16日 

 

 

オリエンテーション 

「新学習指導要領の

とらえ方」 

「2年目の教師として

大切にしたいこと」 

研究所指導主事

 

２

 

６月20日 

 

コミュニケーション

能力の向上「グルー

プアプローチの基礎

知識と意義Ⅰ」 

犬塚文雄 

(横浜国立大学教

授) 

３ ７月８日 生徒指導「問題行動

への基本的な対応」 

学校教育課指導

主事 

４

 

10月31日 

 

コミュニケーション

能力の向上「グルー

プアプローチの基礎

知識と意義Ⅱ」 

犬塚文雄 

（横浜国立大学教

授） 

５

 

２月３日 

 

実践交流「レポート

課題に基づいた研究

協議」 

研究所指導主事

 

 

◎６年次教職経験者研修講座 

 児童生徒理解に基づいた教科指導の充実を図

り指導力の向上を目指すための研修を実施。校

外研修５日、校内研修１日。受講者 48 名。 

＜校外研修＞   

回 日 時 内 容 講 師 

１

 

５月９日 

 

教員の資質向上に

ついて 

研究所指導主事 

２

 

６月27日 

 

確かな学力を身につ

ける授業づくり 

研究所指導主事 

３８月７日

 

確かな学力を身につ

ける授業づくり 

野見山 光（常葉

中学校総括教諭） 

４９月～１月 グループ別提案授業 ８校で実施 

５２月27日

 

授業実践の交流と振

り返り 

研究所指導主事 

  ＜校内研修＞ 

５月～１月 

 

勤務校における授業

研究と研究協議 

研究所指導主事 

 

◎11 年次教職経験者研修講座 

 教育公務員特例法第 24 条に基づき、教職経

験 10 年を経過した教員を対象に、資質能力の

向上を図り、個々の適性を伸長するとともに、

学年・学校経営における企画調整力を身に付け

ることを目的に、教科指導に関する研修、生徒

指導に関する研修、学校組織に関する研修、社

会体験研修等を実施した。今年度の受講者は

17 名。研修日数は校外研修 20 日程度(主に長

期休業中)、校内研修 20 日程度(課業期間中)、

計 40 日程度実施した。  

  ＜校外研修＞   

回 日 時 内 容 講 師 

１  ４月25日

 

 

オリエンテーション 

講話「これからの教員

に求められるもの」 

研究所指導主事

２  ７月25日

 

 

実践交流「授業づくり

における自己課題と改

善の手だて」 

講義「授業の可能性と

授業改善の視点」 

研究所指導主事

箱石泰和 

（都留文科大学教

授） 

３  ７月29日

 

 

講義演習「教師の心と

体と頭～ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを考

える～」 

三好良子 

（人材育成コン

サルタント） 

４  ８月22日

 

講義演習「生徒指導・

支援教育のあり方」 

学校教育課指

導主事 

５  12月25日

 

 

社会体験研修報告会 

講演「企業における組

織づくり」 

大賀祥介 

（京浜急行電鉄

人事部長） 

 

 

６  １月15日

 

講義「中堅教員に期待

すること」 

松永和夫 

（久里浜中学校

長） 
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７ ９月～１月 ６年次教職経験者研修

の研究授業への参加 

 

選択研修は、受講者の研修テーマに応じて３

日以上選択・実施した。 

 社会体験研修は、外部機関における業務の体

験を通して、教員としての資質向上を目指すた

め、主に市内の事業所等で実施した。日数は、

事前訪問１日、体験研修５日の計６日。体験研

修先は以下の通りである。 

島村楽器株式会社横須賀プライム店、富士保

育園、佐野保育園、観音崎京急ホテル、葉山マ

リーナ、八景島シーパラダイスアクアリゾーツ、

田浦社会館、吉井の郷、東京湾フェリー株式会

社、横須賀美術館、菓子工房菓子の音、サニーヒ

ル、地球環境戦略研究機関 

＜校内研修＞ 

４月～３月 

 

 

 

「授業に関する研修」 

「生徒指導に関する研修

」「学年・学校運営にお

ける研修」 

各校指導担当

 

 

 

 

 

◎21 年次教職経験者研修講座 

 今日的教育課題への理解を深め、学校教育目

標実現のために、学校運営に積極的にかかわる

視点を身に付ける研修である。校外研修は７日、

校内研修 1 日（研究授業）。受講者は 20 名。 

 

 

＜校外研修＞ 

 

＜校内研修＞ 

５月～１月 個人テーマに基づ

いた研究授業 

各所属校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回 日 時  内 容 講 師 

１４月23日 

 

 

オリエンテーション 

教育研究所長講話 

キャリアの振り返り 

研究所指導主事

教育研究所長 

２５月14日 教育課題Ⅰ「授業づ

くり、自己の授業分

析」 

研究所指導主事

３５月28日 

 

 

教育課題Ⅱ 

人権教育「学校にお

ける人権」 

佐藤英勝 

（法務省人権擁護

委員） 

４８月８日 

 

学校経営Ⅰ「校内研

修の活性化を図る」 

鹿毛雅治（慶應義

塾大学教授） 

５８月18日 

 

教育課題Ⅲ「支援教

育をどう進めるか」 

学校教育課指導

主事 

６10月22日 

 

学校経営Ⅱ「授業の

中の法律、職員室の

中での法律、保護者

への対応」 

教職員課指導主

事 

７12月25日 

 

学校経営Ⅲ「学校を

活性化する」 

堀井啓幸（山梨

県立大学教授） 
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職務等に応じた研修 

 

◎ 管理職研修講座 

 

 

学校経営に関することや、今日的な教育課題に

ついての理解を深め、円滑な学校経営に必要な資

質の向上を図るために研修を実施した。 

 

■校長研修講座（対象者 75 名） 

◎第１回 ４月 25 日（金）９：30～11：30 

講 義 「学校教育目標をいかに実現するか」 

講 師 天笠 茂（千葉大学教授） 

 

◎第２回 ８月７日（木）９：30～11：30 

講 義 「人権意識を基盤とした学校経営のあり方」 

講 師 野中 隆（横浜市教育委員会人権教育担当首席指

導主事） 

 

◎第３回 １月 13 日（火）９：30～11：30 

講 義 「学校づくりと新学習指導要領への対応」 

講 師 天笠 茂（千葉大学教授） 

 

 

■副校長・教頭研修講座（対象者 78 名） 

◎第１回 ５月９日(金）９：30～11：30 

講 義「組織としての学校と教頭の役割」 

講 師  浜田 博文 (筑波大学准教授) 

 

◎第２回  ８月８日（金）９：30～11：30 

講 義 「学校における法律」 

講 師  坂田 仰(日本女子大学准教授) 

 

◎第３回 １月 27 日(火）９：30～11：30 

講 義 「組織として新学習指導要領にどう対応す

るか」 

講 師 浜田 博文 (筑波大学教授) 

 

 

 

 

 

◎ 総括教諭等学校運営推進者研修講座

 
 

学校を組織的･機能的に運営するために、グルー

プリーダーとして必要な資質・力量の向上を図る

ことを目的とした研修である。 

今年度は、人材育成や校内研修研究の推進、新

学習指導要領への対応等の視点に立ち、総括教諭

等学校運営推進者の役割も考えた。 

対象者は 312 名 

回 日時 内  容 講 師 

１

A
選

択

７月

29日

人材育成 

「組織を活性化す

るコミュニケーシ

ョンを考える」 

人材育成コンサ

ルタント 

三好 良子 

B
選

択

８月

８日

研修・研究 

「校内研修の推進

と活性化に向けて」 

慶應義塾大学 

教授 鹿毛雅治

２

C
選

択

７月

28日

新学習指導要領へ

の対応 

「小学校学習指導

要領改訂の視点と 

新しい教育課程へ

の展望」 

白梅学園大学 

教授 無藤隆 

D
選

択

７月

29日

新学習指導要領へ

の対応 

「中学校学習指導

要領改訂の視点と

新しい教育課程へ

の展望」 

千葉大学 

教授 天笠茂 

E
選

択

８月

４日

新学習指導要領へ

の対応 

「生きる力」という

理念の共有につい

て 

文部科学省初

等中等教育局

教育課程課 

教育課程企画

室企画係長 

川村 匡  

３

中

・

高

学

校

代

表

1

名

２月

13日

実践発表・協議 

「中学校の取組 

～成果と課題～」 

研究所指導主事 

小

・

特

２月

25日

実践発表・協議 

「小学校の取組 

～成果と課題～」 

研究所指導主事 
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◎ 英語活動推進者養成研修 

 

平成 20 年文部科学省「小学校外国語活動研修

ガイドブック」に示された中核教員研修の運営方

法に基づき、平成 20 年度より２年計画で開始し

た研修である。研修の対象となる教諭は、校内で

英語活動を中心となって推進できる者とし、各校

1 名の受講者とした。研修の目的は、小学校英語

活動を各校で円滑に実施するために、校内研修の

意義や役割、校内研修運営方法、学級担任の役割

や ALT との TT の方法等について必要な知識技能

等を修得し、各校において英語活動を推進してい

く力を身に付けることとした。受講者は、ALT の

スケジュール調整やカリキュラムの伝達講習の

他、校内研修の講師を務める。校内研修は、①学

習指導要領・英語活動のねらい、②小学校英語活

動の導入の背景と国際教育、③小学校英語活動に

おける学級担任の役割、等をテーマとして各校で

９月～２月に実施した。学校によっては指導主事

を講師として招聘して研修を実施した。また、英

語活動アドバイザーを講師として、より実践的な

校内研修を実施した学校もある。 

【指定研修】 

第１回 ５月２日（金）15:30～17:00 

「オリエンテーションⅠ」 

 ～研修内容の説明・推進者の役割～ 

第２回 ５月 21 日（水）15:30～17:00 

「オリエンテーションⅡ」 

～ALT 活用連絡～ 

第３回 ７月 24 日（木）9：30～12：00 

「実践講座Ⅰ」 

～小学校英語活動の意義・目的～ 

 (講師:文京学院大学教授 渡邉寛治) 

第４回 ７月 25 日（金）9：30～12：00 

「実践講座Ⅱ」 

～英語活動における学級担任の役割～ 

第５回 ７月 30 日（水）9：30～12：00 

「実践講座Ⅲ」 

～様々な英語活動の紹介～ 

第６回 ７月 30 日（水）9：30～12：00 

「実践講座Ⅳ」 

～様々な英語活動の紹介～ 

 

 

第７回 （９月～２月） 

「校内研修」 

第８回 ２月６日（金）13：30～17：00 

「実践講座Ⅴ」 

～研究発表参加～（鴨居小学校） 

第９回 ２月 20 日（金）15：30～17：00 

「実践講座Ⅵ」 

～来年度に向けて～ 

 

 

【選択研修】 

第１回 ７月 24 日（木）13:30～16:30 

夏季研修(インタラック外国人講師) 

第２回 7 月 25 日（金）13:30～16:30 

夏季研修(インタラック外国人講師) 

第３回 ７月 29 日（火）9:30～12:00 

夏季研修(インタラック外国人講師) 

第４回 ７月 29 日（火）13:30～16:30 

夏季研修(インタラック外国人講師) 
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◎ 英語教育推進者研修 

文部科学省が策定した「『英語が使える日本人』

の育成のための行動計画」に基いて、平成 16 年

度より実施した「英語教員集中研修講座」が平成

19 年度に終了した。しかしながら、本市におけ

る英語教育の重要性に鑑み、小学校英語活動と中

学校以降の英語教育との接続の課題や、中学校英

語科の時数増にどのように対応していくかとい

う課題等を考えた時、引き続き英語教員対象の研

修講座が必要と判断し、本年度より新規に講座を

実施することとした。 

 本研修講座の目的は、新教育課程における英語

教育について必要な知識技能等を習得し、校内の

英語科研修で中心的な役割を果たすとともに、域

内の学校と連携をとりながら、小学校における英

語活動と中学校、高等学校における英語教育を連

携させていく視点を身に付けることとした。ま

た、受講者は、特別支援学校、中学校、高等学校

において、英語科研修を中心となって推進できる

者 1 名とした。 

【指定研修】 
第１回 ４月９日（水）15:30～17:00 

オリエンテーション (指導主事) 
第２回 ７月 31 日（木）9:30～12:00 

授業力向上研修Ⅰ 
「新教育課程に向けて」 

 (文部科学省初等中等教育局教科調査官 菅 正隆)  
第３回 11 月 12 日（水）13:00～17:00 

授業力向上研修Ⅱ「異校種交流（大塚台小

学校）」(昭和女子大学 緑川日出子) 
第４回 11 月７日（金）13:00～17:00 

授業力向上研修Ⅲ「研究委託校研究発表
参加（池上中学校）」(昭和女子大学 緑川日出子) 

【選択研修】（夏季研修として実施） 
第１回 ７月 31 日（木）13:30～16:30 

指導力向上研修(昭和女子大学 緑川日出子) 
第２回 ８月１日（金）９:30～12:00 

指導力向上研修(駒沢女子大学 太田 洋) 
第３回 ８月１日（金）13:30～16:30 

指導力向上研修(神奈川大学 髙橋一幸) 
第４回 ８月４日（月）９:30～12:00 

英語力向上研修(インタラック外国人講師) 
第５回 ８月４日（月）13:30～16:30 

英語力向上研修(インタラック外国人講師) 
第６回 ８月７日（木）13:30～16:30 

英語力向上研修(インタラック外国人講師)」 

 

 

 

◎ 横須賀市英語教育推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 

横須賀市の小学校・中学校・高等学校で実施さ

れる 12 年間の英語教育を、長期的な視野で総合

的にデザインし、今後の英語教育を充実させてい

くため、平成 20 年度より教育委員会教育研究所

内に「横須賀市英語教育推進プロジェクトチー

ム」を設置した。プロジェクトチームの構成員は、

学識経験者１名、学校長１名、教諭６名（小学校

教諭２名・中学校教諭３名・高等学校教諭１名）、

横須賀市外国人英語教員１名、横須賀市小学校英

語活動アドバイザー１名、指導主事（学校教育課

・教育研究所）２名、教育研究所長とした。設置

期間は平成 20 年４月１日から平成 21 年３月 31

日までとしたが、教育研究所長が設置期間を延長

することができる。 

第１回 定例会 ６月 25 日（水）15:30～17:00 

「今後の英語教育の展望」（神奈川大学教授 髙橋一幸） 

第２回 定例会 ７月 31 日（木）9:30～12:00 

「新学習指導要領に向けて」＊夏季研修への参加 

(文部科学省初等中等教育局教科調査官 菅 正隆) 

第３回 定例会 ８月 25 日（月）9:30～12:00 

「横須賀市英語教育の推進について」 

第４回 定例会 10 月 17 日（金）15:30～17:00 

「横須賀市英語教育の推進について」 

第５回 定例会 12 月 10 日（水）15:30～17:00 

「横須賀市英語教育の推進について」 

第６回 定例会 １月 14 日（水）15:30～17:00 

「横須賀市英語教育の推進について」 

第７回 定例会 ２月 24 日（火）15:30～17:00 

「横須賀市英語教育の推進について」 

               （神奈川大学教授 髙橋一幸） 

このほか、11 月に池上中学校と大塚台小学校の

研究発表会に参加した。 
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選択研修 

◎ 授業力向上アカデミー 

 学力向上支援事業の一環として、平成 16 年度

より開催していた「授業パワーアップ講座」と、

平成 17 年度より開催の「授業力錬成講座」を統

合し開講した講座である。 

授業力の基礎を「児童生徒理解」・「子どもへ

の愛情・教育への使命感と感性」・「統率力」と

捉え、それらの上に教材研究の力や授業展開等の

技術が築かれるとして講座を構築した。 

○広く小・中・高等学校に募集をかけ、受講者が

意欲的に授業力向上に取り組むことができるよ

う、少人数による定員制の講座とした。また、昨

年度のパワーアップ講座を引き継ぐ形で、市内の

ベテラン教員の授業を参観する、示範授業も各教

科で開催した。 

 

＜対象教科（受講者数）＞ 

「国語、算数･数学、理科、図工･美術、生活、 

各教科小学校３人、中学校３人。高等学校は学

校長と相談の上決定」としたが、受講者は以下

の通りとなった。 

国語（小学校５名・中学校１名、高校１名） 

算数･数学（小学校６名・中学校１名） 

理科（小学校２名・中学校１名・高校１名） 

生活（小学校３名） 

図工･美術（希望者なく開講せず） 

 

＜研修日程と内容＞ 

６月６日 「授業づくりⅠ」      

     早稲田大学教授 小林宏己  

 

６月～７月「授業づくりⅡ」 

     各自の授業研究（課題発見） 

 

８月 11 日「授業づくりⅢ」 

早稲田大学教授 小林宏己  

     教科ごとの研究協議等 

 

８月 12 日「授業づくりⅣ」 

早稲田大学教授 小林宏己  

     教科ごとの研究協議等 

 

各教科～示範授業 

  国語 ９月 17 日（水） 

船越小学校 望月智子教諭 

     ３年「モチモチの木」    

   

 

算数･数学 10 月 23 日（木） 

     鴨居小学校 渡辺睦美総括教諭 

     ４年「面積」 

理 科  10 月８日（水） 

     馬堀小学校 宇佐美暁総括教諭 

     ３年「日なたと日かげをくらべよう」 

生 活  11 月 13 日（木） 

     武山小学校 遠入昭子教諭 

２年生「つくってあそうぼう」  

 

○ベテラン教師の素晴らしい授業を参観するこ

ができ、またその裏付けとなる、様々な授業技術

を研究協議で直に聞くことができた。受講者にと

っては、その後の自己実践につながる貴重な時間

であった。 

 

10 月～１月 「授業研究会」 

全員が授業研究を行い、相互に授業

を見合う授業研究会を開いた。日程

的に合わない教員もいたが、可能な

限り相互の授業を参観し合い学びを

深めた。 

 

２月 18 日  実践報告会「1 年間のまとめ」 

       実践レポートに基づいた協議 

      早稲田大学教授 小林宏己 

     

受講者は、「子どもからの授業評価」、「学校

長による評価」、「講座専用のシートによる授業

自己診断」、「授業の VTR による振り返り」をも

とに、詳細なレポートを作成した。この取り組み

は、自立的な授業研究の進め方の基礎として役立

つものとして取り入れた。各受講者は内容の濃い

レポートを作成した。 

 

○授業力が、明らかに向上したと捉えている教員

は多くないが、この講座の受講が自己実践の向上

にむけた一歩であると捉えている教員が多数い

る。また、講座全体への満足度は高く（受講者の

満足度は４点満点で平均 3.7 点）、学ぶことへの

意欲の向上が読み取れる。そして、何よりも、受

講者が求めている学びのスタイルが、仲間との

「学び合い」であることが明確になった。 

最後に、本講座が市教委の指導主事と研究所の

相談員等、数多くのスタッフの関わりの中で、進

んだことを記しておく。 
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◎ 長期研修 

津久井小学校の伊藤英幸教諭が、長期研修員と

して調査研究セクションで１年間にわたる研修を

行った。その成果は「小学校理科における環境学

習～体験型環境教材の活用～」とするテーマで、

平成 21 年３月 26 日の研究発表会で報告された。

この研究では、理科と環境教育のとの関連を明ら

かにし、理科授業において、体験学習法やインター

プリテーションを用いた環境学習の展開方法が提案

された。これらの効果的な活用によって「環境を

科学的に捉える力」「合意を形成する力」の育成

がされる。小学校６年生理科の授業の実践で、子

どもたちの考える力や感性の育成が図られた。今

後の環境学習の視点としても、理科の授業づくり

の視点としても大変興味深い研究となった。 

 

 授業力向上支援相談員派遣事業 

本事業は、初任者等の教職経験年数の浅い教員

を対象とした授業力向上支援相談員(校長職経験

者）の巡回による、教科指導、学級経営、生徒指

導等に関する助言・相談活動である。 

今年度は若手教員の増加と、臨時的任用の教員

・非常勤講師への対応を円滑にするために、昨年

度３名だった相談員を５名に増員した。また、経

験年数の範囲も５年から６年の教諭まで広げた。 

事業開始から４年が経ち、多くの学校で本事業

は効果的に活用されている。1 月末の統計で、臨

時的任用の教員と非常勤講師への相談が 161 件

と、昨年度末の 34 件から大幅に増加している。ま

た、各校での相談件数も同様の統計で、1358 学級

と、昨年度末の 947 学級から大幅に増加している。 

成果としては以下の７点をあげることができ

る。①相談員の活動が、授業や教室を開く一助と

なり、学校に自己の実践を開き合い、学び合う土

壌が生まれている。②相談員の訪問を待ち望んで

いる教員がいたり、相談員に研修の助言を求めた

りする学校があるなど、相談員の力が授業力向上

の取り組みに生かされている。③毎月の相談・助

言によって、授業力や学級経営の力が明らかに向

上している教員がいる。④学校長を支える、学校

の経営相談としても有効に活用されている。⑤課

題を抱える教員の状況を把握でき、研究所と連携

した早期支援に役立つ場面があった。⑥相談員が

研究所における、様々な講座の企画運営のサポー

トを行い、講座の効果的かつ円滑な運営に役立っ

た。⑦学ぶ場が不足しがちな、臨任・非常勤への

相談活動が効果的に行われた。 

 今後も学校・相談員・研究所の連携を深めなが

ら、授業力向上を軸にした効果的な人材育成を可

能にしていきたい。そのためにも、学校における

自主的・自律的な教師の学びを、いかに創り出し

ていくか、このことを学校と共に研究する必要を

強く感じているところである。 
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学校・学級経営相談 

 

 学校・学級経営相談の業務内容は、①学校経営

上の諸問題・管理職に関すること。②学級経営上

の諸問題・教職員に関すること。③学校・家庭・

地域に関すること。④その他に関することである。 

 相談に臨む基本姿勢は、①については、管理職

の主体性を尊重しながら学校の活性化を図る、②

については、学校現場の事情を考え、慎重に対処

する、③の機密扱いの情報については、特に気を

つける、の３点であり、従来からの方針を維持し

ている。 

 相談の形態については、①学校訪問 ②来所に

よる相談 ③電話・メールによる相談であるが、

ケースによって多少異なり、必ずしも一定してい

ない。 

   

○ 学校経営に関するもの 

主として管理職（特に校長）からの相談である

が、人事や教職員のメンタルヘルス、児童・生徒

指導に関すること、保護者の学校・担任への要望

等がある。 

今年度本市公立諸学校では、昇任校長小学校 10

名・中学校４名、他市町からの転任小学校長１名、

中学校長 1 名、三浦・横須賀各市教委事務局から 

の昇任校長小学校 1名、ろう学校 1名が着任した。

これらの新着任校長の所属する 18校をそれぞれ学

校訪問し、新たな環境の中で校長職として日々悩

んでいること、抱えている問題点・課題等を伺い、

忌憚のない意見交換・助言を行った。               

 それぞれが新たな環境の中で、自分なりのビジ

ョンを打ち出そうとする決意が表れ、心強く感じ

たところである。 

学校現場において万一問題が発生した場合につ

いては、当該校の校長と、教職員とどう連携し、

問題を抱える教職員にどんな支援ができるか等を

相談していった。また、学校及び担任等に対して

苦情を呈する保護者にも面談の機会を設け、理解

と納得を旨として協力を求めていった。 

 また、問題を抱え悩んでいる児童・生徒本人と

の面接も実施し、心の内を聞いた上で適切な助言

を行った。 

○ 教職員に関するもの 

相談内容としては、①子どもと保護者から不信

感をもたれ苦悩する教師への支援、②学級指導・

学習指導における好ましい指導のあり方と視点、

③友人関係等で不登校になった子に対しての支援

のあり方、③児童生徒の発達障害等に関する適切

な指導のあり方と保護者との連携のとり方等であ

る。 

 いずれの場合も、校内で課題に対する共通理解

を図り、一担任・一教職員の問題にとどまらず、

組織としてどのように対応していくかについての

実践的・機能的な組織づくりと明確な方針づくり

を目指した。 

 保護者の年齢層や、価値観が益々多様化してき

ている昨今、個々のケースについて、学校と行政

が一体となり、よりよい解決方法を模索していか

ねばならない。 

  

○ 学校と家庭・地域とのかかわり 

保護者や地域の方からの相談では、児童生徒の

諸問題への学校の対応に対するもの、日常の学級

担任としての指導に対するもの、特に担任の心な

い言葉にショックを受けた苦情、保護者とのコミ

ュニケーション不足からくるもの等が目立った。

互いの理解の食い違いをいかに修復し、よりよい

関係を構築するという視点で、本音を出し合って

解決への道筋を付けていった。管理職に対しても

状況をしっかり伝え、校内で解決する努力を依頼

した。 

小学校就学時における指定変更についての相談

は、通学路の危険性や、本人の幼稚園・保育園等

での友だち関係等で不安を抱える保護者が、どこ

にも訴える場所がないということで来所される。

事情を十分に聴き、学校教育課学事宛に教育的配

慮を申し出るものである。今年度は、10 月中旬か

ら、12 月にかけ４件の相談があった。 

 
平成 20 年度内容別相談件数 H21.2.24 現在 

相 談 内 容 件数（実人数）

学校経営・管理職に関するもの 39（28） 

学級経営・教職員に関するもの ２（１） 

学校と家庭・地域に関するもの 62（19） 

合  計 103（48） 
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 教育の情報化推進セクション 

 

 

 

 平成 20 年度は、19 年度に引き続き次の３点を

意識して事業に取り組んだ。 

①高度情報化社会の進展に対応しうるような教職 

員、児童生徒ともどもの「情報モラルの育成」 

②各学校に整備された ICT 機器を有効に活用する 

ための研修の実施。 

③「開かれた学校づくり」を進展させるための、 

各学校のホームページの頻繁な更新と内容充実 

の呼びかけとその為の実技研修の実施。 

 また、多発している携帯電話や PC を介したイン

ターネット利用による犯罪について、今年度も引

き続き、高度情報化社会の特質を児童生徒に理解

させると共に、その活用に資することのできるよ

うな人材育成のあり方や保護者・社会との学校の

関わり方が大きな懸案としてクローズアップされ

た。 

 

１ コンピュータ等の整備 

 20 年度は、 

①小学校１～４部会校（大塚台小を含む）PC 教

室 PC：960 台の更改 

②小学校普通教室用 PC595 台（校内 LAN 敷設工

事も含む）の新設を行った。 

③校務用 PC1,011 台の整備を行い、中学校と特

別支援学校の教職員について、校務用 PC 一人一

台体制を構築した。小学校の整備率は 85％。 

◇整備方針 

 ・インターネット検索、市内他校や遠隔地の

学校などとの映像や音声情報（動画やテレビ会

議等も含め）の交換による学習の効率化。 

 ・教職員間の情報伝達の効率化。 

 ・ホームページ等による保護者や地域への情

報提供の充実。を達成するために、大容量情報

の高速化と運用コストの低廉化。 

 

◇経過 

 ・「先進的教育用ネットワークモデル地域事

業（文部省・郵政省、H10 年）」と「教育情報

通信基盤整備事業（総務省、H13 年）」によっ

て、平成 14 年１月に三浦半島地区教育ネット

ワーク内のすべての学校が、よこか教育情報セ

ンター経由 100Mbps でインターネットへ接続

する環境が確立し、大容量情報の高速化とコス

トの低廉化を実現した。 

 ・三浦半島地区教育ネットワーク 

「教育情報通信基盤整備事業」によって構築さ

れた、横須賀市、三浦市、葉山町にまたがる広

域的な教育情報通信ネットワーク。 

  ・「駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特

別措置法」に基づく交付金によって、H20 年と

H21 年の二年間にまたがって、小、中、特別支

援学校の校内 LAN 敷設と全普通教室に１台ず

つの PC の整備が行われている。 

 

２ コンピュータ等整備の評価と今後の課題 

①100Mbps 体制の維持 

◇評価 

 後述の情報教育研修やサポーター事業と相まっ

て、横須賀市の情報教育の推進に多大なる貢献を

したと評価している。 

◇課題 

 「教育情報通信基盤整備事業（総務省：補助事

業）」で整備された機器の経年劣化を補うために

機器の更改や調整をすることによって発生する経

費の手当。 

②普通教室の LAN 化 

◇評価 

 長く検討課題となっていた「普通教室の LAN 化」

は、基地再編交付金を活用することで、解消され

ることとなった。 

 H20 年度は、小学校 37 校の LAN 整備と ICT 機器

配備を完了、すべての教室からインターネットへ

の接続が可能となった。配備した ICT 機器の概要

は次のとおり。 

 ノート型 PC595 台（各学級に 1 台）、プロジェ
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クター357 台（学年ごと２学級に１台）、 

PC 用ラック 595 台（各学級に１台）、無線 LAN ア

クセスポイント 155 台（学校ごと PC6 台に１台）。 

 教室ではすでに、授業で PC やプロジェクターが

活用され始めており、公開授業や授業参観を行っ

た学校もある。ICT 機器の効果に高い評価の声が

寄せられている。 

◇課題 

 今後はさらに、各教科各単元に応じたデジタル

コンテンツの整備と「ICT 機器を授業でどう使え

ば効果的なのか」についての研修を充実させ、ICT

機器が「毎日の授業で普通に使われる」環境を作

っていく必要がある。 

 

３ 情報研修の実施状況  

◇全体的な評価 

 Web 上で行う研修申し込みは定着した。 

 情報研修には、のべ 2,564 名が参加した。 

 「校務機整備」、「横須賀市立学校情報セキュ

リティポリシーの策定」、「普通教室 LAN と PC

の整備」に伴って、指導主事及び担当者が市内 75

校全校に「出前研修」を行ったことが特筆される。 

訪問日程の調整や職員の参加体制の確立など学校

側の協力もあり、大きな成果を上げることが出来

た。本 20 年度の「情報教育研修」への参加者が増

大しているのは、このことによる。 

 各研究会主催の研修も継続され、より高度な利

用方法や校務・授業での活用などの研修も行われ

た。事務研では校務処理のための研修を行った。 

 夏休みの研修は、参加希望者が非常に多く、同

一の内容を、午前と午後に行った日もあった。 

 環境が整ってきた中、すべての教職員がさらに

コンピュータやネットワークを有効利用できるよ

うに努力していく必要がある。 

◇本研究所主催の研修のようす 

 昨年度来、操作研修から活用研修に力を入れて

きている。今年度は、対象と内容によって、７種

類のコースを設定した。 

「実務コース」… 

  校務の IT 化と既存ソフトのさらなる活用を  

意識した、基本的なソフトの研修を行った。 

 ・メールとネットワーク 

 ・ワープロ(ワード) 

 ・表計算      

 ・プレゼンテーション 

  ・画像処理          

 ・ホームページ作成  

「教育用ソフト活用コース」… 

 授業での活用場面を意識した、学校に整備して

あるアプリケーションについての研修。 

 ・小、中学校教育用ソフト活用 

「管理職コース」… 

 各学校のネットワーク管理者であると位置づ

け、県教委が制作したビデオ「教職員のための情

報モラル」と本研究所で作成した「原始家族イン

ターネットと出会う」を利用して、学校での情報

モラルについての研修を行った。 

「ホームページ管理コース」… 

研究所が一括して行っていた各学校のホーム

ページの更新を、各学校からも行えるようにする

（平成 15 年 11 月末日より）ための各学校の ICT

活用教育推進委員(又は代表者)への研修を行っ

た。 

 ・小、特別支援学校対象 

  ・中、高対象           

「ICT 活用教育推進委員向け研修」…   

学校現場での情報教育のリーダーの育成を目

指し、ICT 活用教育推進委員と希望者を対象に、

夏休みに３回の「ICT 活用教育推進委員研修」を

実施した。 

「講演会」…                         

 本教育研究所で開催された「神奈川県教育研究

所連盟情報部会」に独立行政法人メディア教育開

発センター教授：中川一史氏をお招きし、本市内

の先生方にも参加を呼びかけて「ICT 活用講演会」

を開催した。H21･１/28 

「出前研修」… 

   前述の通り。  
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４ ICT 機器の学習活動での活用 

１）情報教育研究員会での研究 

「小中９年間を見通した情報モラル育成のた

めのカリキュラム作り」をテーマに様々な学習場

面に応じた情報モラル育成のイメージの確立とカ

リキュラム作成を中心に研究を行った。 

２）情報教育研究会との連携 

 「パソコンは宝箱」（情報教育カリキュラム）

の検証に精力的に取り組みながら、情報教育研究

員会との研究授業の共催なども行った。 

 

５ 三浦半島地区教育ネットワーク（協議会） 

 協議会は４回、専門委員会は４回、事務局会は

２回開かれた。 

１）第五回スクールデジタルコンテスト 

①日 時･･(募集期間) H20･９/１～９/22 

②概 要･･ICT を活用した子どもたちの自由な発

想・表現によるデジタル作品の発表・交流の場と

して実施した。より主体的な ICT 活用をすすめ、

ネットワークを含めた IT 活用の理解や能力をさ

らに伸ばすことを目的に開催している。 

入賞作品は、 

www.edu.city.yokosuka.kanagawa.jp    

において公開されている。 

③実施状況･･ 

 小学校１年生から高校３年生の応募があった。

年を重ねる毎に、技術や完成度が高くなっている。 

２）研究授業のあり方についての検討 

 本 20 年度は、19 年度に引き続き、ネットワー

ク専門委員だけによる授業から、より多くの先生

方を巻き込んでいくような授業のあり方を目指し

て、検討を重ねることに力を注いだ。 

 

６ よこすか教育情報センター事業 

１）Web ページの運営とアクセス数    

 時代状況から、学校の情報を公開していくこと

は必須になってきているので、さらなる情報提供

や更新が必要であると考えている。 

・利用回数(インタ－ネットサイトへの訪問者数) 

 H20 年度 Web ｻｲﾄ総ｱｸｾｽ数 

   844,407 件(H20･１月～H20・12 月) 

 H19 年度 Web ｻｲﾄ総ｱｸｾｽ数 

   818,637 件(H19･１月～H19・12 月) 

 ①「三浦半島の地層地質」｢植物歳時記｣などの

各種サイトを展開中。 

 ②スクールネット(各学校のホームページ集)

は、定期的な更新や全面リニューアルなど積

極的に取り組む学校が増えつつある。 

 

２）電子メールの利用                

 教職員の電子メール利用は、教職員用グループ

ウエア（Web メール・掲示板機能・フォーラム機

能等）の活用で安定傾向にある。メーリングリス

トも活用されている。 

 H20 年度メール総送受信数 

   1,697,729 件(H20･１月～H20・12 月)   

 H19 年度メール総送受信数 

   1,763,230 件(H19･１月～H19・12 月) 

 

３）よこすかスクール携帯ネットの公開 

 今日的状況に鑑み、ネットワークの有効活用と

各方面への情報提供機会の拡大を目指して、携帯

電話から閲覧できる「よこすかスクール携帯ネッ

ト」を平成 16 年６月１日に開設した。 

 H20･･187,867 件の訪問者数。 

     （H20･１月～H20･12 月）   

 H19･･168,832 件の訪問者数。 

      （H19･１月～H19･12 月）   

 ６月、９月などの行事期に訪問が増加する傾向

が見られる。 
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７ 学校 ICT 学習サポーター事業 

 小学校のパソコン教室を中心とした、ICT 機器

を活用した学習指導での、授業サポートに特化し

て事業を継続した。 

 本 20 年度の総派遣回数は 900 回。各学校規模に

応じて派遣回数をコントロールした面があり、１

年間の１小学校あたりの派遣回数は 17 回～21 回

であった。 

 学校 ICT 学習サポーターの雇用選考において、

PC 操作スキルを問わなかったため、個々のサポー

ターのスキル差は大きく、派遣当初は学校・教職

員の求めるスキル面のサポートと実際に行うサポ

ートの間に溝があったが、非常勤の２名が担当校

の訪問の合間に研修をして対応し、効果的なサポ

ートができたとの評価を受けた。 

 学校に情報機器やネットワーク環境が導入され

て、指導にあたる教職員の活用能力は向上しては

いるが、低学年の児童を中心に、キーボードから

の入力指導の場面で、授業サポートの必要が強く

求められた。 

 また、各学校で対応した機器の操作に関する質

問を網羅して、オリジナルのテキストにまとめ、

「捜査の資料」としてイントラに公開し、全校で

共有することに努めた。 

 

８ 利用上の課題 

１）ウイルス感染 

 ウイルスの脅威に対する認識は全市的に不十分

であり、個人が持ち込んだ外部記憶媒体を介した

ウイルス感染が多く見られた。様々な機会を利用

して、全職員に注意を喚起する必要があると強く

感じている。 

 

２）ネットワークの不適切な利用 

 H18 年度には、インターネット上に存在するサ

イトに対して、学校 PC 教室から不適切な通信が行

われた。被害サイトの管理者からクレームがあり、

ログ（接続記録）から該当者を特定。学校に調査

・指導を依頼し、被害サイト管理者に謝罪した。 

 19、20 年度は同様事例は報告されていないが、

情報モラルの指導は、今後も徹底していく必要が

ある。 

 

３）授業でのインターネット利用 

 授業でのインターネットの利用が増えてきたな

かで、授業の目的が不明確なものも見受けられる。

目的を明確にし、事前の下調べ等(充分な教材研

究)をしてから利用することが重要である。 

 

４）「市立学校情報資産取扱基準」 

 横須賀市立学校情報資産取扱基準の施行を待つ

までもないことではあるが、情報セキュリティ・

個人情報保護・著作権・肖像権などの保護意識の

喚起は喫緊の課題である。 

 先生方の ICT 活用能力の向上と、校務の情報化

の伸展により、各学校のホームページ更新作業、

校内のネットワーク環境への接続作業への支援、

さらに研究会のホームページ公開と、教育情報セ

クションに対する作業支援の要請が年々件数が増

える傾向にある。 
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